
これまでのポリシーの更新 
 

日本のアカウントに関する PayPalユーザー規約の改定 

発効日: 2018 年 10 月 25日 

  

PayPal はユーザー規約を改定いたします。改定されたユーザー規約は、2018 年

10 月 25 日より、すべての PayPal ユーザーに対して適用されます。このポリシ

ーの更新をご確認いただき、変更内容についてご理解くださいますようお願いい

たします。 

2018 年 10 月 25 日以降に PayPal またはそのサービスをご利用になることで、

該当する変更に同意したものとみなされます。 

I. 「ユーザー規約」(パーソナルユーザー用)の改訂 

情報 

「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)第 1.3条の「情報」が改正され

るのに伴い、「情報の更新」の副条項が次のとおり改められます。 

b.情報の更新。お客様のクレジットカード番号または有効期限が変更された場合、お客

様側の対応を必要とせず、弊社は情報を更新し、かかる更新済みの情報を、金融サービ

スパートナー、カード会社のネットワーク、お取引先の銀行またはカード発行会社など

の第三者から取得する場合があります。カード情報の更新を希望しない場合は、カード

発行会社に連絡して依頼するか、PayPal アカウントから支払方法を削除してくださ

い。弊社により支払方法が更新される場合、対象の支払方法に関連付けられている任意

の設定は維持されます。 

  



II.PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用)の改訂 

1. 情報 

「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー用)第 1.3条の「情

報」が改正されるのに伴い、「情報の更新」の副条項が次のとおり改められま

す。 

c.情報の更新。お客様のクレジットカード番号または有効期限が変更された場合、お客

様側の対応を必要とせず、弊社は情報を更新し、かかる更新済みの情報を、金融サービ

スパートナー、カード会社のネットワーク、お取引先の銀行またはカード発行会社など

の第三者から取得する場合があります。カード情報の更新を希望しない場合は、カード

発行会社に連絡して依頼するか、PayPal アカウントから支払方法を削除してくださ

い。弊社により支払方法が更新される場合、対象の支払方法に関連付けられている任意

の設定は維持されます。 

2. PayPalの提示方法 

第 1.5条「PayPalの提示方法」は、「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプ

レミアユーザー用)に新たに追加されるものとします。 

1.5 PayPalの提示方法。お客様は販売時点(例: ウェブサイトまたはモバイルア

プリケーション)において提供する、PayPal および/またはその他の支払方法、ま

たはマークを同等に取り扱うことに同意するものとします。これには、ロゴの配

置、販売時点での提示位置、決済フローに関する取扱い、条件、制限、手数料

を、販売時点の他のマークや支払方法と比較して、少なくとも同等にするか、十

分に類似させることが含まれます。 

顧客への説明または一般に公開されるやりとりでは、支払方法としての PayPal

を誤って特徴づけたり、PayPal より他の支払方法を優先させたりしないことに

同意するものとします。すべての販売時点において、顧客に PayPal の利用を停



止するよう説得したり、利用を妨げたりするほか、別の支払方法の利用を促さな

いことに同意するものとします。PayPal での支払いを受け付ける場合、対応す

る支払方法を表示または提示する(販売時点、またはマーケティング資料、広告

および他の顧客とのやりとりのいずれかにおいて)際はいつでも、PayPal 決済の

マークを、他のすべての支払方法と少なくとも同等に目立つように積極的に表示

することに同意するものとします。 

3. 個人間の支払い手数料 

「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー用)の別紙 A - 手数

料、セクション 1の c. (個人間の支払い手数料): その他の価格設定分類に関する

手数料は、PayPal アカウントの支払い機能(該当する支払いや支払いの受け取り

は「個人間の支払い」または「ピアツーピア/P2P 支払い」と呼ばれる場合があ

ります)を利用した個人間の支払いが有効となるよう改定されます。該当する手

数料は次のとおりです。外国通貨での支払いには、通貨換算手数料が適用されま

す。 

アクティビティ 
資金源が PayPal残高または銀行口座の

ときの個人間の支払い手数料 

国内支払いの処理または受け取り 無料 

海外支払いの実行 ¥499 (日本円) 

  

  

日本のアカウントに関する PayPalユーザー規約の改定 

発効日: 2018 年 5月 10日 

  



PayPal はユーザー規約を改定いたします。改定されたユーザー規約は、すべて

の PayPal ユーザーに対して 2018 年 5 月 10 日より有効になります。このポリシ

ーの更新をご確認いただき、変更内容についてご理解くださいますようお願いい

たします。 

2018 年 5 月 10 日以降に PayPal または PayPal のサービスをご利用される場

合、これらの変更に同意したものとみなされます。 

  

I. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)の改定 

1. 通貨換算 

通貨換算の条項を改定し、現行の通貨換算の記述の第 1 段落を変更して下記の

文章を別紙 A に挿入することとします。 

通貨換算が必要な場合、通貨換算は弊社が該当する通貨換算用に設定した取引為

替レートに基づいて行われます。取引為替レートは定期的に調整されます。この

レートには、基本為替レートに対して弊社により適用および保持される通貨換算

手数料が含まれ、それが実際の換算に適用されます。基本為替レートは、換算日

または換算日の前営業日の通貨卸売市場におけるレートを上回ることがないレー

トに基づいて設定されます。ただし、法律や規制で定められている場合には、該

当する政府基準相場を使用することとします。お客様が換算する際に適用される

取引為替レートは、通知なしに即時適用される場合があります。 

 

2. 別紙 A: 手数料(パーソナルユーザー用) 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)の別紙 A: 手

数料(パーソナルユーザー用)が改定されます。PayPal の「前払式支払サービ

ス」を通じてパーソナルユーザーが受け取る支払いでは、下記の商用支払い手数

料が請求されます。 



アクティビテ

ィ 
  商用支払い手数料 

商用支払いの

受領 

  
国内支払い:   3.6% + 固定手数料 

海外支払い:   4.1% + 固定手数料 
 

  固定手数料: 日本円(JPY) \40.00 

3. PayPal前払式支払サービス 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)の別紙 B: 日

本における PayPal 前払式支払手段「PayPal バリュー」サービスの提供につい

て(パーソナルユーザー用)が改定され、PayPal が日本のパーソナルユーザーの

お客様にご提供する新しい「前払式支払サービス」について説明いたします。 

  

II.PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用)の改定 

1. 通貨換算 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用)の別紙 A - 手数料にある第 1条 b. 追加手数料(通貨換算手数料)が改定され、

通貨換算の計算に関する記述は下記のようになります。 

通貨換算が必要な場合、通貨換算は弊社が該当する通貨換算用に設定した取引為

替レートに基づいて行われます。取引為替レートは定期的に調整されます。この

レートには、基本為替レートに対して弊社により適用および保持される通貨換算

手数料が含まれ、それが実際の換算に適用されます。基本為替レートは、換算日

または換算日の前営業日の通貨卸売市場におけるレートを上回ることがないレー

トに基づいて設定されます。ただし、法律や規制で定められている場合には、該



当する政府基準相場を使用することとします。お客様が換算する際に適用される

取引為替レートは、通知なしに即時適用される場合があります。 

  

2. PayPal売り手保護制度 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用)の第 9.7条 PayPal 売り手保護制度の対象とならない商品または取引の例が

改訂され、買い手の PayPal アカウントを利用せずに処理された取引(ダイレクト

クレジットカード、バーチャルターミナルまたはウェブペイメントプラスを利用

した販売などの場合)、または PayPal ゲストとして処理された販売は補償の対象

となりません。 

  

3. データ保護法への準拠 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用)の第 11.6条および第 11.7条 データ保護法への準拠が改定されます。PayPal

は、PayPal サービスを利用した取引に関連して処理される、ユーザーの個人デ

ータを収集、保存、保護する方法について売り手が自らの義務を負うことを明確

にします。さまざまな法律により、売り手のプライバシープラクティスを売り手

のお客様に知らせる独自のプライバシーポリシーを保守する義務が、売り手に課

されています。今回の変更には、このような要件を遵守する売り手の義務が反映

されています。 

  

4. 商用支払い手数料 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用)の別紙 A - 手数料にある第 2条(商用支払い手数料)が改定され、(i)海外支払い



の標準レートが 4.1% + 固定手数料、(ii)海外支払いの商用支払い手数料が、

3.4%～4.1%の範囲 + 固定手数料に設定されます。 

  

5. 米国の銀行口座への引き出し 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用)の別紙 A - 手数料にある第 3条(追加手数料)が改定され、ビジネスおよびプレ

ミアユーザーは米国の銀行口座への引き出しに対して 2.50％の手数料が請求さ

れます。 

  

III.プライバシーの開示 

PayPal プライバシーポリシーの改定 

PayPal は、弊社のプライバシープラクティスおよびお客様のプライバシー上の

選択について、お客様にご理解いただくことが重要であると考えております。こ

のような理由により、弊社は最新のプライバシーポリシーでこの情報を更新、改

編し、弊社が収集する情報が何か、その情報をどのように保護し使用するか、さ

まざまな PayPal サービスでお客様にどのような選択肢と管理方法をご提供する

かについて明確にしました。この更新されたプライバシーポリシーは、既存の

PayPal サービスのプライバシーポリシーに置き換わります。  

更新されたプライバシーポリシーにおいても、弊社がお客様の情報を使用および

共有する方法に変更はありません。これまで同様、お客様の情報を安全に保護

し、お客様の同意なく、第三者の独自の目的のために第三者とお客様の個人情報

を共有することは決してありません。さらに、弊社が実施した変更についてお客

様がご満足いただけることを願っております。注目していただきたいいくつかの

変更点は下記のとおりです。 



• 対象範囲の拡大: PayPalおよび Xoomのサービス、ウェブサイトおよびア

プリケーションにおけるプライバシープラクティスを、1つのプライバシ

ーポリシーにまとめました。 

• より詳細な説明: 弊社のサービスの重要な機能について、および第三者の

ウェブサイトやプラットフォームにお客様の PayPalアカウントを接続す

る場合について、さらに詳細な情報を記載しました。 

• カスタマイズされたエクスペリエンスおよびマーケティング: 弊社は、マ

ーケティング分析の慣行を明確にして、お客様が弊社および弊社と関連の

ある他社がお客様に、PayPalからのターゲットを絞った特典、PayPalの

プロパティおよび第三者のサイトでのカスタマイズされたエクスペリエン

スおよび広告をご提供する方法についてさらに分かりやすくご理解いただ

けるようにしました。こうしたプログラムへのお客様の参加を限定的なも

のにするためにどのように選択できるかについても説明しています。 

更新されたプライバシーポリシーは 2018 年 5 月 10 日より有効になります。事

前にこちらからプライバシーポリシー全文を確認するようお勧めいたします。 

  

  

日本のビジネスおよびプレミアユーザー用「ユーザー規約」のセクション 2 (「支払い

の実行」)の改定 

発効日:  2017 年 10 月 11 日 

  

PayPal は日本のビジネスおよびプレミアユーザー用の「ユーザー規約」の改訂

を行います。「ユーザー規約」の該当箇所の改定は、2017 年 10 月 11 日にビジ

ネスおよびプレミアユーザーに対して有効になります。このポリシーの更新に記

載されている変更内容をご確認くださいますようお願いいたします。 

  

https://www.paypal.com/jp/webapps/mpp/ua/privacy-prev?locale.x=ja_JP


2017 年 10 月 11 日以降に PayPal または PayPal のサービスをご利用になる場

合、これらの変更に同意したものとみなされます。 

日本のビジネスおよびプレミアユーザー用の「ユーザー規約」のセクション 2 

(「支払いの実行」)の改定の概要は、以下のとおりです。 

1. 2.2「デフォルトの支払方法」を完全に削除しました。 

2. 2.4「優先支払方法」は以下のとおり改訂されました。 

「2.3 優先支払方法。アカウントの個人設定で「優先支払方法」を指定で

きます。または、「事前承認支払い」以外において、お支払いごとに「優

先支払方法」を選択することもできます。 

 

「事前承認支払い」では、支払いに対する初回認証を行う際、アカウント

の「個人設定」の「事前承認支払い」セクションから「優先支払方法」が

選択できます。 

 

PayPal は、取引に利用可能な支払方法を制限する場合があります。一部

の支払方法は、以下のような特定の状況では利用できない可能性がありま

す。 

• ブランドの航空会社や特定の旅行マーチャントなど、特定のマーチ

ャントの支払方法として American Expressは利用できない可能性

があります。 

• 賭博業界など、特定のマーチャントの支払方法として一部のクレジ

ットカードは利用できない可能性があります。 

• 個人間の支払いまたは PayPalの残高追加にクレジットカードを使

用することはできません。 

優先支払方法が(クレジットカードやデビットカードの期限切れなどで)失

敗し、お客様の PayPal アカウントで取引を完了することができない場合

は、取引完了のためにもう一度使用することができます。  PayPal アカウ



ントの優先支払方法で複数回試しても取引を完了できない場合、PayPal

アカウントで利用可能な他の支払方法を使用して取引を完了できます。」 

  

日本のユーザーアカウントに関する PayPalユーザー規約の改定 

発効日: 2017 年 6月 29日 

 

PayPal はユーザー規約を改定いたします。改定されたユーザー規約は、すべて

の PayPal ユーザーに対して 2017 年 6 月 29 日に有効になります。このポリシー

の更新をご確認いただき、変更内容についてご理解くださいますようお願いいた

します。 

2017 年 6 月 29 日以降に PayPal または PayPal のサービスをご利用される場

合、これらの変更に同意したものとみなされます。 

  

PayPal買い手保護制度 

1. 7.1 対象となる問題の種類に、「説明と著しく異なる」(SNAD)とはみなされ

ない商品の例を新たに追加しました。 

商品が売り手の商品ページに説明されているものとほぼ同様である場合は、「説

明と著しく異なる」(SNAD)は該当しません。以下にその例を挙げます。 

a. 商品の不具合が売り手によって正しく説明されていた。 

b. 商品が正しく説明されていたが、商品を受け取った後でほしくなくなった

場合。 

c. 商品が正しく説明されていたが、自分の期待に添っていなかった場合。 

d. 商品が使用済みと説明されていて、多少の傷があった場合。 

e. 商品が使用済みと説明されていて、商品の確認後にお客様本人が直接受け

取った場合。 



2. 7.3 対象外の商品に、PayPal 買い手保護制度の対象外の商品として「金塊」

が追加されました。 

3. 7.3 対象外の商品に、PayPal 買い手保護制度の対象外の商品として「送り主

が PayPal の取引手数料を支払う送金取引」が追加されました。(この項(3)の改

定が行われるのは、PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよび

プレミアユーザー用)のみです。) 

  

PayPal売り手保護制度 

9.7 PayPal売り手保護制度の対象とならない商品または取引の例に、PayPal 売

り手保護制度の対象外の商品として「金塊」が追加されました。(この改定が行

われるのは、PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミ

アユーザー用)のみです。) 

  

10.3の追加 

次の条項を 10.3 として追加しました 

PayPal は、シンガポールまたはその他の裁判所で発令され、PayPal および関連

会社に対して指示された判決および命令を含む、お客様またはお客様のアカウン

トに影響する判決および命令に従い、お客様のアカウントの資金を保留、照会ま

たは移動する場合があります。 

  

定義 

 

別紙 A – 手数料 

別紙 Aの個人間の支払い手数料に、個人間の支払いの全額を支払う方法とし

て、銀行または残高を除く、クレジットカードまたはデビットカードを含む支払



方法が使われる場合に適用される手数料を規定します。個人間の支払いの一部に

別の支払方法が使われる場合は、前述と同じ手数料が按分して適用されます。 

別紙 B – 日本における PayPalサービスの提供が改定され、日本資金決済業協会

(電話番号: 03-3219-0601)に電話で苦情を申し立てることができるようになりま

した。 

  

  

  

日本のユーザーアカウントに関する PayPalユーザー規約の改定 

発効日: 2017 年 6月 15日 

 

PayPal はユーザー規約を改定いたします。改定されたユーザー規約は、すべて

のパーソナルユーザーに対して 2017 年 6 月 15 日に有効になります。このポリ

シーの更新をご確認いただき、変更内容についてご理解くださいますようお願い

いたします。 

2017 年 6 月 15 日以降に PayPal または PayPal のサービスをご利用される場

合、これらの変更に同意したものとみなされます。 

別紙 B – 日本における PayPal サービスの提供(パーソナルユーザー用) 

PayPal Pte. Ltd.は、「収納代行」サービスを PayPal サービスとして、パーソナ

ルユーザーに提供しています。 

日本における PayPal サービスは、シンガポール法人 PayPal Pte. Ltd.が提供し

ています。PayPal は「収納代行」サービスを提供するにあたり、売り手の代行

として買い手から支払いを受け取ります。このような関係により、PayPal が買



い手から支払いを受け取った後は、買い手による支払金額の更なる責任はなくな

り、売り手への支払債務は PayPal に移行します。 

  

  

  

日本のユーザーアカウントに関する PayPalユーザー規約の改定 

発効日: 2017 年 3月 29日 

 

PayPal はユーザー規約を変更いたします。改定されたユーザー規約は、すべて

の PayPal ユーザーに対して 2017 年 3 月 29 日に有効になります。このポリシー

の更新に記載されている変更内容をご確認くださいますようお願いいたします。 

2017 年 3 月 29 日以降に PayPal または PayPal のサービスをご利用される場

合、これらの変更に同意したものとみなされます。 

個人間の支払い手数料の支払い人の変更 

従来は、個人間の支払い手数料を送り主または受取人のどちらが支払うかを、送

り主が決定できました。変更に伴い、個人間の支払い手数料は送り主が負担する

ことになりました。 

「個人間の支払い」の内容の変更 

従来は「個人間の支払い」とは、「家賃や食事の請求書のお客様ご負担分など、

物品および/またはサービスに対するご友人やご家族への支払いのことです。個

人間の支払いは、ギフトを送る場合には使用できません。」と定義されていまし

た。変更に伴い、「物品および/またはサービス」の規定が定義から削除されま

した。 



PayPal 買い手保護の要件の明確化 

PayPal 買い手保護の対象となる支払いは、対象商品に対するものであり、ユー

ザーの PayPal アカウントからの支払いであるとの要件を明確にするために内容

が変更されます。 

今後 PayPal買い手保護および PayPal 売り手保護の対象外となる例 

PayPal 買い手保護および PayPal 売り手保護のいずれも対象外となる例とし

て、一括支払いが追加されました。PayPal 売り手保護対象外の例として、偽造

品が追加されました。 

eBayマネーバックギャランティー 

eBay マネーバックギャランティーに従って、売り手に対するクレーム申し立て

が認められた後に、PayPal が売り手の PayPal アカウントから資金を引き出す

ことができる期間が変更されます。 

PayPal Here Lite 

PayPal は、日本のユーザーに対する PayPal Here Lite の提供を終了しました。

本製品に関連する部分がユーザー規約から削除されます。 

  

日本のユーザーアカウントに関する PayPalユーザー規約の改定 

発効日: 2016 年 10 月 19日 

 

PayPal はユーザー規約を変更いたします。改定されたユーザー規約は、すべて

の PayPal ユーザーに対して 2016 年 10 月 19 日に有効になります。このポリシ

ーの更新に記載されている変更内容をご確認くださいますようお願いいたしま

す。 



2016 年 10 月 19 日以降に PayPal または PayPal のサービスをご利用される場

合、これらの変更に同意したものとみなされます。 

日本のパーソナルユーザー用のユーザー規約の変更内容の概要は、以下のとおり

です。 

A. PayPal買い手保護の対象外の商品(第 7.3条)の変更 

以下の支払いは、PayPal買い手保護制度に基づく返金の対象外です。 

• 不動産 

• 事業(事業のすべてまたは一部を購入する場合) 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を含む) 

• 説明と著しく異なる特注商品に対するクレーム 

• クラウドファンディングプラットフォームでの支払い 

• PayPalの利用規定ポリシーに違反する商品 

• 商品未受領(INR)の場合は、お客様本人が直接受け取った商品、または代理

人が受け取るようにお客様が手配した商品(小売店頭も含む) 

• 製造業用の工業機械 

• ギフトカード、プリペイドカードなどのストアドバリュー商品 

• 賭博、ゲーム、その他エントリー料金や賞品を伴う活動 

• 行政機関から購入した商品、または行政機関に支払われた金額 

• 個人間の支払い 

• 寄付 

• 金融または投資商品 

B. 個人間の支払い手数料(別紙 A第 5条)について、ブラジル内の個人間の支

払いまたは受け取りを 5.99% + 固定手数料から 7.4% + 固定手数料へ変更 

C. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)の別紙

B – 日本における PayPalサービスの提供(パーソナルユーザー用) 

PayPalは、PayPalサービスを介して行われる支払いに関して日本のユー

ザーに対して資金移動業者として PayPalに課される金額を負担するため

https://www.paypal.com/jp/webapps/mpp/ua/acceptableuse-full


に保証金を最寄の供託所に供託することにより、資金決済法に基づいたユ

ーザー残高の保全措置を講じています。 

日本のビジネスおよびプレミアユーザー用のユーザー規約の変更内容の概要は、

以下のとおりです。 

D. PayPal買い手保護の対象外の商品(第 7.3条)の変更 

以下の支払いは、PayPal買い手保護制度に基づく返金の対象外です。 

• 不動産 

• 事業(事業のすべてまたは一部を購入する場合) 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を含む) 

• 説明と著しく異なる特注商品に対するクレーム 

• クラウドファンディングプラットフォームでの支払い 

• PayPalの利用規定ポリシーに違反する商品 

• 商品未受領(INR)の場合は、お客様本人が直接受け取った商品、または代理

人が受け取るようにお客様が手配した商品(小売店頭も含む) 

• 製造業用の工業機械 

• ギフトカード、プリペイドカードなどのストアドバリュー商品 

• 賭博、ゲーム、その他エントリー料金や賞品を伴う活動 

• 行政機関から購入した商品、または行政機関に支払われた金額 

• 個人間の支払い 

• 寄付 

• 金融または投資商品 

E. PayPal売り手保護制度の対象とならない商品または取引の例(第 9.7条)の

変更 

PayPal売り手保護制度の対象とならない商品または取引の例を以下に示

します。 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を含む)。 

• 説明と著しく異なる商品に対するクレームまたはチャージバック。 

https://www.paypal.com/jp/webapps/mpp/ua/acceptableuse-full


• 無形/仮想商品、またはサービスの「商品の未受領」に関するクレーム。 

• 直接手渡しした商品(店頭販売を含む)。 

• デジタルグッズ。 

• 現金に相当する商品(ギフトカードまたはクーポンを含むがこれに限らな

い)。 

• PayPalダイレクト決済(バーチャルターミナル決済、ウェブ ペイメント プ

ロ/プラス決済を含む)、PayPalキャリアビリング商品。 

• 受取人の住所に発送されていない商品。最初は受取人住所に発送された

が、その後で商品が別の住所に転送された場合は PayPal売り手保護の対象

となりません。したがって、買い手が手配した配送サービスは使用しない

ようお勧めします。配送サービスを買い手が手配した場合、有効な発送証

明および配達証明を提供できなくなることがあります。 

• 弊社が発送しないように伝えた後に発送した商品。 

• 寄付。 

• 金融または投資商品。 

F. 個人間の支払い手数料(別紙 A第 5条)について、ブラジル内の個人間の支

払いまたは受け取りを 5.99% + 固定手数料から 7.4% + 固定手数料へ変更 

G. 別紙 B – 日本のビジネスおよびプレミアユーザーに特に適用される条件 

PayPalは、PayPalサービスを介して行われる支払いに関して日本のユー

ザーに対して資金移動業者として PayPalに課される金額を負担するため

に保証金を最寄の供託所に供託することにより、資金決済法に基づいたユ

ーザー残高の保全措置を講じています。 

  

  

PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー、ビジネスおよびプ

レミアユーザー用)のセクション 7および「ユーザー規約」(ビジネスおよびプレミア

ユーザー用)のセクション 1および 4の改定 

発効日: 2016 年 6月 25日 



  

PayPal では、日本のパーソナルユーザー用と、ビジネスおよびプレミアユーザ

ー用のユーザー規約の改定を行います。ユーザー規約の該当箇所の改定は、

2016 年 6 月 25 日にパーソナルユーザーと、ビジネスおよびプレミアユーザー

に対して有効になります。このポリシーの更新に記載されている変更内容をご確

認くださいますようお願いいたします。 

2016 年 6 月 25 日以降に PayPal または PayPal のサービスをご利用される場

合、これらの変更に同意したものとみなされます。 

日本のパーソナルユーザー用と、ビジネスおよびプレミアユーザー用のユーザー

規約の変更内容の概要は、以下のとおりです。 

  

1. 7.3 対象外の商品。以下の支払いは、PayPal買い手保護に基づく返金の対

象外です。 

• 不動産 

• 事業(ビジネスを購入する場合) 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を含

む) 

• 説明と著しく異なる特注商品に対するクレーム 

• クラウドファンディングプラットフォームでの支払い 

• PayPalの利用規定ポリシーに違反する商品 

• 商品未受領(INR)の場合は、お客様本人が直接受け取った商品、また

は代理人が受け取るようにお客様が手配した商品(小売店頭も含む) 

• 製造業用の工業機械 

• ギフトカード、プリペイドカードなどのストアドバリュー商品 

• 賭博、ゲーム、その他エントリー料金や賞品を伴う活動 

• 行政機関から購入した商品、または行政機関に支払われた金額 

• 慈善団体や非営利組織への寄付 

https://www.paypal.com/jp/webapps/mpp/ua/acceptableuse-full?locale.x=ja_JP


• 個人間の支払い 

お客様の支払いが PayPal買い手保護制度の対象とならない場合でも、異

議を申し立て、直接売り手との問題解決を試みることはできます。ただ

し、お客様が PayPal買い手保護制度の対象とならない商品について異議

をクレームに変更した場合、PayPalは、お客様に有利な判決を下すこと

はありません。 

 

 

 

 

  

2.   
3.   

2. 1.2 利用資格。関連するユーザーが日本の居住者である場合は、ビジネス

およびプレミアユーザーとして PayPalサービスを使用できるのは 18歳以

上になります。 

 

 

 

 

  

3.   
4.   

  

ビジネスおよびプレミアユーザー用の PayPalユーザー規約のセクション 9(PayPal売

り手保護)に適用される改定 

発効日: 2015 年 11 月 17 日 

  



ビジネスユーザーおよびプレミアユーザーを対象にした売り手保護の対象が拡大

され、(一部のデジタルグッズを除く)条件を満たした無形商品にも適用されるこ

とになりました。 

 

これに伴い、PayPal 売り手保護制度の資格要件と配達要件が以下のとおり改定

されました。 

PayPal 売り手保護制度の資格要件 

PayPal 売り手保護制度の対象となるためには、以下のすべての資格要件を満た

す必要があります。 

a. 買い手の PayPalアカウントから、PayPal経由で適用対象商品の支払いを

受ける必要があります。 

b. 当該取引に関して単一のアカウントにおいて単一の支払いを受ける必要が

あります(部分的な支払いおよび/または割賦・分割払いは除外されます)。 

c. 有形商品については、「取引の詳細」ページの配送先住所に商品を発送す

る必要があります。直接手渡しした商品、買い手が直接赴いて受け取った

商品、または商品が異なった住所に発送された場合(たとえば、買い手が

お客様に対して「勤務先住所」または「贈答先住所」等に発送するよう依

頼した場合)、お客様は PayPal売り手保護制度の対象となりません。 

d. 下記に定める配達要件に従う必要があります。 

e. 取引は以下のいずれかに分類される必要があります。 

i. 有形商品の場合: 支払いは、「取引の詳細」ページで PayPal売り手

保護制度の「対象」または「一部対象」であることが記されている

必要があります。「対象」と記された場合には、未承認取引および

商品未受領いずれの場合も対象となります。「一部対象」と記され

た場合は、商品未受領の場合のみが対象となります。または 

ii. 無形/仮想商品、サービスの場合: 「取引の詳細」ページで PayPal

売り手保護制度の「対象」であることが記されている必要がありま



す。「対象」と記されている場合には、未承認取引および商品未受

領(チャージバックのみ)の場合が対象となります。 

f. PayPalによる資料およびその他の情報提供要請にすみやかに対応する必

要があります。 

g. 何らかの理由によりお客様の資格要件が停止されていないことが必要で

す。 

  

配達要件 

  配達要件 

商品未受

領の保護 

$750 米ドル(または下記の同等額)*未満の商品については、発送証明

(有形商品の場合)または配達証明(無形/仮想商品、サービスの場合) 

 

$750 米ドル(または下記の同等額)*以上の商品については、配達証明

(有形商品の場合)または配達証明(無形/仮想商品、サービスの場合) 

未承認取

引の保護 

発送証明(有形商品の場合)または配達証明(無形/仮想商品、サービス

の場合) 

  

通貨* 金額 通貨* 金額 

オーストラリアドル $850 AUD ニュージーランドドル $950 NZD 

ブラジルレアル $1,750 BRL ノルウェークローネ 4,600 NOK 

カナダドル $850 CAD フィリピンペソ 34,000 PHP 

チェココルナ 15,000 CZK 新ポーランドズロチ 2,300 PLN 

デンマーククローネ 4,100 DKK ロシアルーブル: 27,000 RUB 



ユーロ €550 EUR シンガポールドル $950 SGD 

香港ドル $6,000 HKD スウェーデンクローナ 4,950 SEK 

ハンガリーフォリント 170,000 HUF スイスフラン 700 CHF 

イスラエル新シェケル 2,700 ILS 新台湾ドル 23,000 TWD 

日本円 ¥77,000 JPY タイバーツ 24,500 THB 

マレーシアリンギット 2,500 MYR トルコリラ 1,600 TRY 

メキシコペソ $10,000 MXN 英ポンド £450 GBP 

    米ドル $750 USD 

「発送証明」(有形商品向け)は配送会社が発行するオンラインまたは物理的な書

類で、次のすべての内容が含まれます。 

a. 発送済み(またはそれに相当するもの)の状況および発送日。 

b. 受取人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載されたものと一致

する必要があります。 

c. 発送人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載された売り主のも

のと一致する必要があります。 

d. 発送の状況を示すオンラインのトラッキング情報。 

「(有形商品の)配達証明」とは配送会社が発行するオンライン上のまたは物理的

な書類で、次のすべての内容が含まれます(または配送会社が次のすべての内容

を入手していることを保証する必要があります)。 

a. 配達済み(またはそれに相当するもの)の状況および配達日。 

b. 受取人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載されたものと一致

する必要があります。 

c. 配送会社のウェブサイトにおいて見ることができ、かつ商品の受領を署名

にて確認したことを示すオンライン書類。 



「(無形/仮想商品またはサービスの)配達証明」は、注文が履行されたことを示す

有力な証拠で、次の内容が含まれます。ただしこれに限定されるわけではありま

せん。 

a. 商品またはサービスの提供日 

b. メール/IPなどの受取人のアドレス(該当する場合) 

PayPal 売り手保護の対象とならない商品または取引の例 

PayPal 売り手保護制度の対象とならない商品または取引の例を以下に示しま

す。 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を含む)。 

• 説明と著しく異なる商品に対するクレームまたはチャージバック。 

• 無形/仮想商品、またはサービスの「商品の未受領」に関するクレーム。 

• 直接手渡しした商品(店頭販売を含む)。 

• PayPalダイレクト決済(バーチャルターミナル決済、ウェブ ペイメント 

プロ/プラス決済を含む)、PayPal Hereによる支払い、PayPalキャリアビ

リング商品、および PayPalメール決済 

• 受取人の住所に発送されていない商品。最初は受取人住所に発送された

が、その後で商品が別の住所に転送された場合は PayPal売り手保護の対

象となりません。したがって、買い手が手配した配送サービスは使用しな

いようお勧めします。配送サービスを買い手が手配した場合、有効な発送

証明および配達証明を提供できなくなることがあります。 

• 弊社が発送しないように伝えた後に発送した商品。 

  

PayPalユーザー規約の改定 

発効日: 2015 年 9 月 10 日 

  



  

2015 年 9 月 10 日に発効される PayPal ユーザー規約の重要な改定に関する概要

は以下のとおりです。  

1. パーソナル、ビジネス、およびプレミアユーザー用の PayPalユーザー規

約に適用される改定 

 

7.8 売り手またはその他の第三者に申し立てられたクレーム。売り手また

はその他の第三者(eBay以外)に対してすでにクレームを申し立てている場

合は、PayPal買い手保護に基づいた異議/クレームを申し立てることはで

きません。 

 

7.9 二重回収の禁止。売り手またはその他の第三者からすでに直接購入に

対する返金を受けている場合は、PayPal買い手保護に基づいた購入に対

する返金を受けることはできません。 

  

2. ビジネスおよびプレミアユーザー用の PayPalユーザー規約に適用される

改定 

 

9.4 発送要件 

  

  発送要件 

商品未受領

の保護 

$750 米ドル(または下記の同等額)未満の商品については発送証明 

 

$750 米ドル(または下記の同等額)およびそれ以上の商品について

は(有形商品の)配達証明および署名確認 

未承認取引

の保護 
発送証明 

3.   

通貨* 金額 通貨* 金額 

オーストラリアドル $850 AUD ニュージーランドドル $950 NZD 



ブラジルレアル $1,750 BRL ノルウェークローネ 4,600 NOK 

カナダドル $850 CAD フィリピンペソ 34,000 PHP 

チェココルナ 15,000 CZK 新ポーランドズロチ 2,300 PLN 

デンマーククローネ 4,100 DKK ロシアルーブル: 27,000 RUB 

ユーロ €550 EUR シンガポールドル $950 SGD 

香港ドル $6,000 HKD スウェーデンクローナ 4,950 SEK 

ハンガリーフォリント 170,000 HUF スイスフラン 700 CHF 

イスラエル新シェケル 2,700 ILS 新台湾ドル 23,000 TWD 

日本円 ¥77,000 JPY タイバーツ 24,500 THB 

マレーシアリンギット 2,500 MYR トルコリラ 1,600 TRY 

メキシコペソ $10,000 MXN 英ポンド £450 GBP 

    米ドル $750 USD 

4.   

5. 「発送証明」は配送会社が発行するオンラインまたは物理的な書類で、次

のすべての内容が含まれます。 

a. 発送済み(またはそれに相当するもの)の状況および発送日。 

b. 受取人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載されたもの

と一致する必要があります。 

c. 発送人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載された売り

主のものと一致する必要があります。 

d. 発送の状況を示すオンラインのトラッキング情報。 

「(有形商品の)配達証明」および「署名確認」は配送会社が発行するオン

ライン上のまたは物理的な書類で、次のすべての内容が含まれます(また

は配送会社が次のすべての内容を入手していることを保証する必要があり

ます)。 



e. 配達済み(またはそれに相当するもの)の状況および配達日。 

f. 受取人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載されたもの

と一致する必要があります。 

g. 配送会社のホームページにおいて確認することができ、かつ商品の

受領を署名にて確認したことを示すオンライン書類(署名確認)。 

「(無形/仮想商品またはサービスの)配達証明」は、注文が履行されたこと

を示す有力な証拠で、次のすべての内容が含まれます。 

h. 商品またはサービスの提供日 

i. メール/IPなどの受取人のアドレス(該当する場合) 

注: 買い手保護では、無形商品に対しても買い手が保護対象となります

が、売り手保護では無形商品は適用対象となりません。 

  

PayPalユーザー規約、PayPalプライバシーポリシー、および PayPal利用規定ポリ

シーの改定 

発効日: 2015 年 7 月 1 日 

PayPal のユーザー規約、プライバシーポリシー、および利用規定ポリシーの内

容が変更されています。変更後のユーザー規約、プライバシーポリシー、および

利用規定ポリシーは、すべての PayPal ユーザー対し 2015 年 7 月 1 日に有効に

なります。このポリシーの更新に記載されている変更内容をご確認くださいます

ようお願いいたします。2015年 7 月 1 日以降に PayPalまたは PayPal サービ

スをご利用される場合、これらの変更に同意したものとみなされます。これらの

変更に同意されない場合は、2015 年 7 月 1 日より前に、アカウントを解約する

旨をすみやかにご連絡ください。追加の手数料は発生いたしません。 



変更の概要は以下のとおりです。改定された PayPal ユーザー規約の全条項はこ

ちら、改定された PayPal プライバシーポリシーの全条項はこちら、改定された

利用規定ポリシーの全条項はこちらをクリックしてご覧ください。 

  

  

PayPalユーザー規約の改定 

ユーザー規約の変更は 2015 年 7月 1日に有効になります。変更の概要は以下の

とおりです。また、改定されたプライバシーポリシーの全条項はこちらをクリッ

クしてご覧ください。 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用) 

• PayPal と eBayの分社化 

PayPal と eBay はまもなく分社化します。この分社化に関連して行われた特定

の変更および以下の変更を反映するため、PayPal のユーザー規約は変更されま

した。  

  

• PayPal買い手保護の変更 

PayPal 買い手保護の適用範囲が広がり、無形商品も適用対象となりまし

た。第 7.3 条では、無形商品に関する記述が削除され、次のように変更さ

れました。 

  

7.3 対象外の商品。以下の支払いは、PayPal 買い手保護に基づく返金の対

象外です。 

• 不動産 

https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/ua.pdf?locale.x=ja_JP
https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/ua.pdf?locale.x=ja_JP
https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/privacy.pdf?locale.x=ja_JP
https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/acceptableuse.pdf?locale.x=ja_JP
https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/privacy.pdf?locale.x=ja_JP


• 事業(ビジネスを購入する場合) 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を

含む) 

• 特注商品(SNADに関して) 

• PayPalの利用規定ポリシーに違反する商品 

• お客様本人が直接受け取った商品、または代理人が受け取るように

お客様が手配した商品（小売店頭も含む） 

• 製造業用の工業機械 

• 現金に相当する商品（プリペイドカードまたはギフトカードを含

む） 

• 個人間の支払い 

お客様の支払いが PayPal 買い手保護制度の対象とならない場合でも、異議

を申し立て、直接売り手との問題解決を試みることはできます。ただし、

お客様が PayPal 買い手保護制度の対象とならない商品について異議をクレ

ームに変更した場合、PayPal は、お客様に有利な判決を下すことはありま

せん。 

  

• 第 10.3 条 

PayPal ユーザーが、PayPal のユーザー規約で定義されている禁止行為に

関与した場合を想定し、第 10.3 条に、PayPal 買い手保護および/または

PayPal 売り手保護の適用資格を PayPal が停止できる旨の記述を追加しま

した。  

 

改定された第 10.3 条の規定は次のとおりです。 

10.3 PayPal による措置 – 制限されている行為 PayPal が独自の裁量にお

いて、お客様が制限されている行為を行ったとみなす場合、支払い取り消

し、チャージバック、クレーム、手数料、罰金、違約金およびその他の賠

https://www.paypal.com/jp/webapps/mpp/ua/acceptableuse-full?locale.x=en_JP


償責任から PayPal、PayPal の関連会社、PayPal のユーザー、第三者また

はお客様を保護するためにさまざまな措置を講じます。弊社が講じる措置

には以下が含まれますが、これに限定されません。 

1. お客様のアカウントまたは PayPalサービスへのアクセスを終了、一時停

止、または制限することがあります。 

2. お客様の PayPal買い手保護制度の資格要件を停止することがあります。 

3. 現在および将来においてお客様に PayPalサービスを提供することを拒否す

ることがあります。 

4. PayPalまたは第三者への賠償責任リスクから保護するため、または、お客

様が詐欺または疑わしい活動および/または取引を行っている可能性がある

とみなした場合に、合理的期間お客様の資金を保留することがあります。 

  

• 第 12.1 条 

以下の点を反映し明記するため、PayPal のユーザー規約の「責任制限」

が変更されました。(1)データおよび取引上の損失による損害は、第 12.1

条に挙げられている PayPal およびその他の関係者に責任を問うことがで

きない損害に該当し、(2)法律で禁止されている範囲を除き、第 12.1 条に

反映される責任制限が適用されます。 

改定された第 12.1 条の規定は次のとおりです。 

12.1 責任制限いかなる場合も、弊社、弊社の関連会社、弊社の役員、取締

役、代理店、合弁会社、社員またはサプライヤーは、法律で禁止されれてい

る範囲を除き、弊社のウェブサイト、PayPal サービス、または本規約に起因

する、または関連する(過失を含み、原因が何であれ発生する)利益損失また

は特別、付随的、派生的損害(データ損失や取引上の損失による損害を含むが

これに限らない)について一切責任を負いません。お客様または第三者に対す

る弊社の賠償責任、および弊社の関連会社、弊社の役員、取締役、代理店、



合弁会社、社員およびサプライヤーの賠償責任は、いかなる場合において

も、直接的損害の実額に制限されます。 

 

PayPal サービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユーザー

用) 

• PayPalと eBayの分社化 

PayPal と eBay はまもなく分社化します。PayPal と eBay の分社化による、

PayPal サービスの分社化後の処理の変更を反映するため、PayPal ユーザー規約

が変更されました。  

o 第 4.2条 

現行の本条項によれば、PayPal または親会社の eBay に対して支払

い期限を 180 日以上過ぎた金額の支払いを行うため、PayPal はお

客様のアカウントから相当額を引き落とすことができます。改定後

の本条項では、分社化後、PayPal は、支払い期限を 180 日以上過

ぎた支払いがある場合、ユーザーの PayPal アカウントから相当額

を引き落とし、PayPal、関連会社、または eBay Inc.に支払うもの

とします。  

改定された第 4.2 条の規定は次のとおりです。 

4.2 支払い期限を過ぎた未払額の相殺。PayPal、関連会社、または

eBay に対して、支払い期限を過ぎた未払額がある場合、PayPal

は、支払い期限を 180 日以上過ぎた金額の支払いに充てるためお客

様のアカウントから引き落とすことがあります。 

o 第 11.1条、第 3項 



eBay マネーバックギャランティープログラムに従って eBay が買い

手に有利な決定を下した場合を想定し、本条項により、お客様は

PayPal が eBay または買い手にクレーム金額を直接返金することを

承認するものとします。 

改定された第 11.1 条第 3 項の規定は次のとおりです。 

3. eBayのマネーバックギャランティープログラムに基づいて提出

されたクレームに対する賠償責任。お客様が eBay の売り手で、

eBay マネーバックギャランティープログラムに従って、お客様が

買い手に対して返金を行う責任があると eBay により最終的に判断

された場合、お客様は、PayPal がお客様のアカウントからクレーム

対象金額を超えない資金を引き落とし、それを eBay に支払うこと

を承認するものとします。残高がクレーム対象金額に満たない場

合、PayPal はお客様のアカウントを保留します。アカウントの保留

期限は次のとおりです: (1)クレーム対象金額を支払える十分な資金

が用意できた日、その時点で対象金額がアカウントから引き落とさ

れます。(2) eBay の最終判断から 20 日後、その時点で対象金額を

超えない金額がアカウントから引き落とされます。 

o 第 11.4 条 

現行の本条項では、PayPal は、eBay などの第三者パートナーから

受け取った情報を使用してユーザーの PayPal アカウントに保留を

設定することができます。変更後の本条項では、PayPal は、eBay

を含む第三者から受け取った情報を使用してユーザーの PayPal ア

カウントに保留を設定することができます。 

改定された第 11.4 条の規定は次のとおりです。 

11. 4 PayPal の措置 - 保留。 



1. リスクベースの保留 PayPal は、独自の裁量において、お客

様、そのアカウント、またはすべてもしくは一部の取引に関連

してリスクが高いと判断した場合、お客様が受け取る支払いの

一部またはすべてを保留することがあります。PayPal の決定は

異なる要因に基づき、PayPal は第三者から受け取った情報に依

存することができます。PayPal が支払いを保留すると、その資

金は「未決済残高」となり、支払いステータスは「完了 - 資金

は使用不可」のように表示されます。お客様が受け取る支払い

の一部または全部を保留した場合、PayPal はその措置をお客様

に通知いたします。PayPal は、お客様のアカウントに支払いが

あった日から 30 日後に保留を解除します。ただし、たとえば

(a)異議、クレーム、チャージバック、または支払い取り消しな

どの受け取りである場合、(b)お客様が本利用規約またはその他

のポリシーに違反したと PayPal がみなし、かかる違反により引

き続き資金の保留が必要であると判断した場合、または(c)お客

様が詐欺または疑わしい活動および/または取引に関与している

可能性があると PayPal がみなす場合など、PayPal が支払いを

引き続き保留する理由がある場合を除きます。 このような場

合、PayPal は本規約に従って問題が解決されるまで、お客様の

アカウントへの支払いを保留し続けます。PayPal は、独自の裁

量において、特定の状況下で予定より早く保留を解除する場合

があります。たとえば、発送した商品に関するトラッキング情

報がお客様からアップロードされた場合などがこれに該当しま

す。 

2. 異議対象取引の保留。ユーザーがお客様への支払いに対して

異議、クレーム、チャージバック、または支払い取り消しを申

し立てた場合、PayPal は賠償金額の補償のためにお客様のアカ

ウントを一時的に保留します。お客様に対する異議の申し立て



が却下される、またはその取引が PayPal 売り手保護制度の対

象となる場合、PayPal は一時保留を解除します。 異議申し立

てでお客様側に問題があったという判断がなされた場合、

PayPal はお客様のアカウントから資金を差し引きます。 この

手続きは、買い手が eBay マネーバックギャランティープログ

ラムにより eBay に直接クレームを申し立てた場合にも適用さ

れます。 

  

• PayPal買い手保護の変更 

PayPal 買い手保護の適用範囲が広がり、無形商品も適用対象となりまし

た。第 7.3 条では、無形商品に関する記述が削除され、次のように変更さ

れました。 

 

7.3 対象外の商品。以下の支払いは、PayPal 買い手保護に基づく返金の対

象外です。 

• 不動産 

• 事業(ビジネスを購入する場合) 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を

含む) 

• 特注商品(SNADに関して) 

• PayPalの利用規定ポリシーに違反する商品 

•   

• お客様本人が直接受け取った商品、または代理人が受け取るように

お客様が手配した商品（小売店頭も含む） 

• 製造業用の工業機械 

• 現金に相当する商品（プリペイドカードまたはギフトカードを含

む） 

• 個人間の支払い 

https://www.paypal.com/jp/webapps/mpp/ua/acceptableuse-full?locale.x=en_JP


お客様の支払いが PayPal 買い手保護制度の対象とならない場合でも、異議

を申し立て、直接売り手との問題解決を試みることはできます。ただし、

お客様が PayPal 買い手保護制度の対象とならない商品について異議をクレ

ームに変更した場合、PayPal は、お客様に有利な判決を下すことはありま

せん。 

• 第 11.1条、第 4項 

アカウントに関するお客様からの指示をお客様が認証すると、PayPal は

それに従います。PayPal がそれらの指示に基づいて誠意を持って行動し

ている場合にお客様が被ったいかなる損失または損害についても、PayPal

は責任を負いません。  

新たに挿入される第 11.1 条第 4 項の規定は次のとおりです。 

4. アカウントに関するお客様からの指示の責任。アカウントに関する

お客様からの(口頭および書面による)指示をお客様が認証すると、

PayPal はそれに従います。PayPal がそれらの指示に基づいて誠意を

持って行動している場合にお客様または他者が被ったいかなる損失ま

たは損害についても、PayPal の過失であることが証明されない限

り、PayPal は責任を負いません。 

• 第 11.3条 

PayPalユーザーが、PayPalのユーザー規約で定義されている禁止行為に

関与した場合を想定し、第 11.3条に、PayPal買い手保護および/または

PayPal売り手保護の適用資格を PayPalが停止できる旨の記述を追加しま

した。  

改定された第 11.3条の規定は次のとおりです。 

11.3 PayPal による措置 – 制限されている行為。PayPal が独自の裁量に

おいて、お客様が制限されている行為を行ったとみなす場合、支払い取り

消し、チャージバック、クレーム、手数料、罰金、違約金およびその他の



賠償責任から PayPal、PayPal の関連会社、PayPal のユーザー、第三者ま

たはお客様を保護するためにさまざまな措置を講じます。弊社が講じる措

置には以下が含まれますが、これに限定されません。 

1. お客様のアカウントまたは PayPalサービスへのアクセスを終了、一時停

止、または制限することがあります。 

2. PayPalは、PayPal買い手保護/PayPal売り手保護についてのお客様の資格

要件を停止することがあります。 

3. 現在および将来においてお客様に PayPalサービスを提供することを拒否す

ることがあります。 

4. PayPalまたは第三者への賠償責任リスクから保護するため、または、お客

様が詐欺または疑わしい活動および/または取引を行っている可能性がある

とみなした場合に、合理的期間お客様の資金を保留することがあります。 

• 第 13.1 条 

以下の点を反映し明記するため、PayPal ユーザー規約の「責任制限」が

変更されました。(1)データおよび取引上の損失による損害は、第 13.1 条

に挙げられている PayPal およびその他の関係者に責任を問うことができ

ない損害に該当し、(2)法律で禁止されている範囲を除き、第 13.1 条に反

映される責任制限が適用されます。 

改定された第 13.1 条の規定は次のとおりです。 

 

13.1 責任制限。いかなる場合も、弊社、弊社の関連会社、弊社の役員、取締

役、代理店、合弁会社、社員またはサプライヤーは、法律で禁止されれてい

る範囲を除き、弊社のウェブサイト、PayPal サービス、または本規約に起因

する、または関連する(過失を含み、原因が何であれ発生する)利益損失また

は特別、付随的、派生的損害(データ損失や取引上の損失による損害を含むが

これに限らない)について一切責任を負いません。お客様または第三者に対す

る弊社の賠償責任、および弊社の関連会社、弊社の役員、取締役、代理店、



合弁会社、社員およびサプライヤーの賠償責任は、いかなる場合において

も、直接的損害の実額に制限されます。 

  

PayPal「プライバシーポリシー」の改定(パーソナル、ゲスト、およびプレミア/ビジ

ネス) 

PayPal のプライバシーポリシーが変更され、共同の企業支配による提携の終了

後の PayPal と eBay Inc. およびその関連会社(以下「eBay」といいます)の新た

な関係が反映されました。また、改定されたプライバシーポリシーの全条項はこ

ちらをクリックしてご覧ください。 

拘束力のある法

人規則と個人情

報の海外への移

転 

PayPal は、データの保存場所にかかわらず、お客様の個人情

報の適切な保護に全力で取り組んでおります。eBay からの分

社化後、PayPal は、契約で同意されたメカニズムを含め、情

報の適正な海外移転を確実に行うためのさまざまな手段を活用

します。条項タイトルを「拘束力のある法人規則」から「個人

情報の海外への移転」に変更し、eBay の拘束力のある法人規

則への言及削除を含め、本条項の記述を変更しました。 

PayPal が収集

する情報 

  

モバイル端末から PayPal サービスへのユーザーのアクセスが

増加しているため、モバイル端末からの情報収集(端末 ID およ

び位置情報を含む)を強調した記述を追加しました。 

また、本条項には、PayPal が、ソーシャルメディアサイトや

PayPal のグループ企業などの情報源から、あるいはユーザー

が管理していると PayPal が考えているほかのアカウントから

ユーザーの情報を収集する方法も追加され、説明されていま

す。 

https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/privacy.pdf?locale.x=ja_JP
https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/privacy.pdf?locale.x=ja_JP


Cookieおよび

類似の技術の使

用 

本条項には、PayPal による Cookie およびその他のトラッキン

グ技術の使用に関する記述、およびリスク緩和と不正検知の目

的でこれらの技術を使用する方法の説明が追加されます。ま

た、PayPal の全グループ企業に該当する Cookie に関するポリ

シーの全文へのリンクも掲載します。  

収集した個人情

報の使用 

本条項は変更され、身元確認の目的、PayPal サービスの実績

とカスタマイズ、お客様への連絡の理由と方法などを含め、

PayPal による個人情報の使用目的が重点的に記述されていま

す。 

他の PayPalユ

ーザーとの情報

の共有 

本条項が変更され、ユーザー間の取引中に別の PayPal ユーザ

ーと個人情報を共有できることが説明されています。ユーザー

が、PayPal マーチャントのポイントまたはギフトカードを自

分の PayPal アカウントに登録する場合も、データが共有され

ることがあります。 

第三者との情報

の共有 

本条項も、PayPal と eBay の関係変更の反映を中心とした改

定が行われました。2 社は別企業となりますが、これまでどお

り期待される使用体験をユーザーに提供してまいります。本条

項への変更により、PayPal と eBay およびその他の第三者

は、不正防止、リスク管理、カスタマーサービス、配送および

法令順守の目的で、アカウント情報を共有するものとします。 

ただしこれまでどおり、第三者はユーザーの明示的な同意なし

にマーケティング目的でこの情報を使用することはできませ

ん。 

PayPal でログ

インの使用 

本条項では、「PayPal Access」から「PayPal でログイン」

への機能名の変更が反映されました。   

  



「PayPal利用規定ポリシー」の改訂 

利用規定ポリシーの変更は 2015 年 7 月 1 日に有効になります。変更の概要は以

下のとおりです。また、改定された利用規定ポリシーの全条項はこちらをクリッ

クしてご覧ください。 

• タバコ製品、電子タバコ、処方薬および器具 

現行の利用規定ポリシーでは、タバコ製品、処方薬および器具の販売につい

て、適用法または業界規制に反する取引のために PayPal を使用することは

禁じられています。禁止に関する記述が、電子タバコおよびこれらの種類の

商品を対象とする新たなポリシーの記述に変更されています。新しい記述で

は、PayPal を使用したタバコの取引が禁じられています。また、PayPal の

事前承認があった場合に限り、マーチャントは、巻きタバコ以外のタバコ製

品、電子タバコ、処方薬および器具の販売目的で PayPal を使用することが

できます。 

変更内容は以下のとおりです。 

• タバコ製品および処方薬および器具に関する現行の規定が記述されている

「禁止行為」の第 5項は削除されます。  

• 「禁止行為」の第 2項(c)として、次の内容が新たに追加されます。 

以下の行為のために PayPalサービスを利用することはできません。 … 2. 

以下に関与する取引。… (c) タバコ … 

• 「承認の必要な行為」の表の該当部分が以下の内容に変更されます。 

  

事前承認の必要なサービス 問い合わせ情報 

… の販売。巻きタバコ以外の

タバコ製品、電子タバコ、ま

たは処方薬/器具 

問い合せ先の情報、事業用ホームページの

URL、事業概要を jp-aup@paypal.com にお送り

ください。 

https://www.paypalobjects.com/digitalassets/c/website/ua/pdf/JP/ja/ints/acceptableuse.pdf?locale.x=ja_JP


  

• 憎悪、暴力、人種差別または犯罪となる経済的搾取 

憎悪、暴力、人種差別または犯罪となる経済的搾取に関する、利用規定ポリ

シーの規定を変更しています。この規定は、「禁止行為」の第 2 項(e)から第

2 項(f)に移動し、次の内容に変更されます。 

以下の行為のために PayPal サービスを利用することはできません。 … 2. 以

下に関与する取引。… (f)憎悪、暴力、人種差別または犯罪となる経済的搾取

を促進する物品… 

• 贈収賄および汚職 

利用規定ポリシーに、贈収賄または汚職に関連する支払いでの PayPal の使

用の明示的禁止を追加しています。「禁止行為」の第 3 項(k)として、次の内

容が新たに追加されます。 

以下の行為のために PayPal サービスを利用することはできません。 … 3. 以

下に関与する取引。… (k)贈収賄または汚職目的の支払いの提供または受領へ

の関与。 

• 賭博 

現行の利用規定ポリシーでは、賭博関連の行為で PayPal を使用することを

禁じています。ただし、主催者と顧客が法律で賭博行為を許可されている地

域に在住し、主催者が PayPal から事前に許可を得ている場合はこの限りで

はありません。ファンタジースポーツへの適用を含め、より明確なポリシー

を提示するため、一部を変更します。 

以下は、変更に関する詳細の一部です: 賭博関連行為に関する PayPal のポリ

シーは、現在「禁止行為」の第 6 項に掲載されています。この変更により、



第 6 項が削除され、「承認の必要な行為」の表に、賭博関連行為に関する

PayPal のポリシーを記述した欄が新たに追加されました。 

この欄には、現行の利用規定ポリシーに掲載された対象となる賭博関連行為

の包括的リストが掲載され、2 点の変更点が含まれています。1 点目の変更と

して、ファンタジースポーツが対象であることを明確にするために、リスト

の記述を補足しました。2 点目の変更は、スキルゲームに関する現行の利用

規定ポリシーの記述の一部変更です。現行は、スキルゲームが、法的にくじ

と定義されているかどうかにかかわらず、承認を要する行為に含まれていま

す。変更後の記述では、くじではなく賭博とします。この結果、スキルゲー

ムは、法的に賭博と定義されているかどうかにかかわらず、承認を要する行

為に含まれるものとして記述されます。 

「承認の必要な行為」の表の該当部分が以下の内容に変更されます。 

  

事前承認の必要なサービス 問い合わせ情報 

主催者と顧客が法律でかかる行為が適法である地域

のみに在住している場合、賭博、ゲーム、その他エ

ントリー料金や賞品を伴うすべての活動。これには

カジノゲーム、スポーツの賭、競馬またはグレイハ

ウンドレース、ファンタジースポーツ、宝くじチケ

ット、その他のギャンブル、スキルゲーム(法的に賭

博と見なされているかどうかにかかわらず)、懸賞な

どを行う事業が含まれますが、これらに限定される

ものではありません。 

問い合せ先の情報、事業用ホー

ムページの URL、事業概要を

jp-aup@paypal.com にお送り

ください。 

• 航空輸送サービス 



PayPal の事前承認があった場合に限り、特定の航空輸送サービスに関連して

PayPal を使用できる規定が追加されています。「承認の必要な行為」の表の

該当部分が以下の内容に変更されます。 

事前承認の必要なサービ

ス 
問い合わせ情報 

航空会社および定期/非定

期チャーター便/ジェット

便/エアタクシーの運航会

社… 

問い合せ先の情報、事業用ホームページの URL、事

業概要を compliance_jp@paypal.com 宛にお送りく

ださい。 

  

• eBayでの取引 

現行の利用規定ポリシーには、eBay での取引に対応する PayPal の使用に関

連して、「eBay での取引」の規定が含まれています。この規定により、

eBay 取引での PayPal の使用に関して、本利用規定ポリシーと、eBay のウ

ェブサイトに明記された禁止および制限品目に関する eBay の規定の両方に

準拠することが求められています。eBay と PayPal が分社化し、独立した株

式会社になることに伴い、本利用規定ポリシーからこの規定を削除します。 

  

  

PayPalサービスの「ユーザー規約」の変更 

発効日: 2015 年 5 月 5 日 

情報の取得・保有・利用 



1. お客様は、お客様に関する、取引開始に係る審査、取引開始後の管理およ

び取引継続に係る審査(かかる管理および審査を総称して「加盟審査等」

といいます)のために、(i)お客様に係る次の情報(以下、これらの情報を総

称して「お客様情報」といいます)を弊社が適当と認める保護措置を講じ

たうえで弊社が取得・保有・利用すること、および、(ii)クレジットカード

会社および弊社が包括契約を締結するクレジットカード会社等(以下、総

称して「クレジットカード会社等」といいます)に提供すること、(iii)お客

様情報がクレジットカード会社等により取得・保有・利用されることに同

意します。また、お客様は、二重加盟や二重契約の防止等の理由から他の

加盟店またはビジネスもしくはプレミアユーザーに係る加盟審査等のため

に、弊社およびクレジットカード会社等がお客様情報を利用することに同

意します。 

a. お客様の商号(名称)、所在地、郵便番号、電話(FAX)番号、代表者の

氏名、性別、住所、生年月日、自宅電話番号等、お客様が弊社に届

け出たお客様に関する情報。 

b. 申込日、契約日、契約終了日およびお客様と弊社との取引に関する

情報ならびにお客様とクレジットカード会社等との取引に関する情

報。 

c. 弊社またはお客様のカードの取扱状況に関する情報。 

d. クレジットカード会社等が取得した弊社またはお客様のクレジット

カードの利用状況、支払状況、支払履歴等に関する情報。 

e. お客様の営業許可証等の確認書類の記載事項に関する情報。 

f. クレジットカード会社等が弊社または公的機関から適法かつ適正な

方法により取得したお客様の登記簿謄本、住民票、納税証明書等の

記載事項に関する情報。 

g. 官報、電話帳、住宅地図等において公開されているお客様に関する

情報。 

h. 公的機関、消費者団体、報道機関等が公表したお客様に関する情報

および当該内容について弊社またはクレジットカード会社等が調査

して得た内容。 

i. 破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、その他の倒産手続開

始の申し立て、その他のお客様に関する信用情報。 

2. 第 1項の定めは、お客様と弊社との契約終了後も有効とします。 



加盟店情報交換センターへの登録・共同利用の同意 

1. お客様は、(i)弊社との契約に基づく取引により生じたお客様についての客

観的事実に関する情報が、クレジットカード会社等の加盟する加盟店情報

交換センターに登録されること(以下、かかる情報を「登録情報」とい

い、かかるセンターを「センター」といいます)、ならびに(ii)登録情報(既

に登録されている情報を含みます)が、お客様に関する加盟審査等のた

め、弊社またはセンターの加盟会員会社によって利用されることに同意し

ます。なお、クレジットカード会社等が利用するセンターは以下「加盟店

情報機関」のとおりですが、センターが追加変更された場合には、弊社ま

たはクレジットカード会社等が適切と認める方法によりお客様に通知また

は公表することにより、お客様の弊社との契約におけるセンターとして追

加変更されるものとします。 

2. お客様は、登録情報を、クレジットカード会社等が加盟審査等のために利

用することについて、同意します。 

3. お客様は、登録情報が、センターを通じて、センターの加盟会員会社に提

供され、お客様に関する加盟審査等のため利用されることについて、同意

します。 

4. お客様は、登録情報が、次の「センター、共同利用の範囲および目的等に

ついて」で定める共同利用の目的、登録される情報、共同利用の範囲内で

センターの加盟会員会社相互によって共同利用されることについて同意し

ます。 

センター、共同利用の範囲および目的等について 

1. お客様は、下記第 2項のチャートに定めるセンターに、そのチャート内に

ある情報項目を登録すること、また、当該センターに登録されている情報

があるときは、下記第 2項に定める目的の範囲内でセンターの加盟会員会

社がその情報を利用することについて、同意します。 

2. 加盟店情報機関: 

  

名称 
日本クレジットカード協会 一般社団法人日本クレジット協会 



加盟店信用情報センター(JIM) 加盟店情報交換センター 

(JDM センター) 

住所 

〒105-0004 

東京都港区新橋 2-12-17 

新橋 I-N ビル 1 階 

〒103-0016 

東京都中央区日本橋小網町 14-1 

住生日本橋小網町ビル 6 階 

電話 03-6738-6626 03-5643-0011 

受付時間 

月～金曜日 

(祝日、年末・年始は除く) 

午前 10 時～正午/ 

午後 1 時～午後 4 時 

月～金曜日 

午前 10 時～午後 5 時 

(年末年始等を除く) 

*詳細はお問い合わせください。 

共同利用

の目的 

加盟会員会社が行う不正取引の

排除・消費者保護のための加盟

店入会審査、加盟店契約締結後

の管理、その他加盟店契約継続

の判断、ならびに加盟店情報正

確性維持のための開示・訂正・

利用停止等のため 

 

 

  

  

  

  

割賦販売法に規定される認定割賦

販売協会の業務として運用される

加盟店情報交換制度において、ク

レジット取引の健全な発展と消費

者保護に資するために行う加盟会

員会社による加盟審査、加盟後の

加盟店管理および取引継続にかか

る審査等のため 

  



共同利用

される情

報の範囲 

- クレジット会社等に届け出た

お客様の代表者の氏名・生年月

日・住所等の個人情報 

  

- お客様の名称、所在地、電話

番号、業種、取引情報等のクレ

ジットカード会社等とお客様と

の取引情報 

  

- 加盟会員会社がお客様情報を

利用した日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(1) 包括信用購入あっせん取引ま

たは個別信用購入あっせん取引に

おける、当該加盟店等にかかる苦

情処理のために必要な調査の事実

および事由 

(2) 包括信用購入あっせんまたは

個別信用購入あっせんにかかる業

務に関し利用者等の保護に欠ける

行為をしたことを理由として包括

信用購入あっせんまたは個別信用

購入あっせんにかかる契約を解除

した事実および事由 

  



共同利用

される情

報の範囲 

  

(3) 利用者等の保護に欠ける行為

に該当したまたは該当すると疑わ

れるもしくは該当するかどうか判

断ができないものにかかる、セン

ターの加盟会員各社・利用者等に

不当な損害を与える行為に関する

客観的事実である情報 

(4) 利用者等(契約済みのものに限

らない)からセンターの加盟会員各

社に申出のあった内容および当該

内容のうち、利用者等の保護に欠

ける行為であると判断した情報お

よび当該行為と疑われる情報なら

びに当該行為が行われたかどうか

判断することが困難な情報 

(5) 行政機関が公表した事実とそ

の内容(特定商取引に関する法律等

について違反し、公表された情報

等)について、当センターが収集し

た情報 

(6) 上記の他利用者等の保護に欠

ける行為に関する情報 

(7) 前記各号にかかるお客様の氏

名、住所、電話番号および生年月

日(法人の場合は、名称、住所、電

話番号ならびに代表者の氏名およ

び生年月日)。但し、上記(4)の情

報のうち、当該行為が行われたか



どうか判断することが困難な情報

については、氏名、住所、電話番

号および生年月日(法人の場合は、

代表者の氏名および生年月日)を除

く。 

  

  

共同利用

の範囲 

日本クレジットカード協会加盟

各社のうち日本クレジットカー

ド協会加盟店信用情報センター

を利用している加盟会員会社 

(加盟会員会社は下記のホーム

ページに掲載する) 

http://www.jcca-office.gr.jp/ 

 

 

 

  

一般社団法人日本クレジット協会

会員であり、かつ、当センターの

加盟会員各社である、包括信用購

入あっせん業者、個別信用購入あ

っせん業者、立替払取次業者およ

び当センター 

(加盟会員会社は一般社団法人日本

クレジット協会のホームページに

掲載する) 

http://www.j-credit.or.jp/ 

登録され

る期間 

当センターに登録されてから 5

年を超えない期間(但し加盟会

員会社がお客様情報を利用した

情報については 6 ヶ月を超えな

い期間) 

登録日から 5 年を超えない期間 

 

 

  

  



共同利用

責任者 

日本クレジットカード協会 

 

 

  

一般社団法人日本クレジット協会 

 加盟店情報交換センター 

  

3. 情報の開示、訂正および削除: お客様は、弊社、クレジットカード会社等

およびセンターに対して、個人情報の保護に関する法律(平成 15年 5月

30日法律第 57号)に定めるところにより、自己に関する個人情報を開

示、訂正および削除するよう請求することができるものとします。 

 

  

PayPalサービスの「ユーザー規約」の変更 

発効日: 2014 年 11 月 18 日 

実質的に変更された条項は以下のとおりです。 

a. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)および

(日本のビジネスおよびプレミアユーザー用)両方にかかる変更 

1. 第 7.2条(資格要件)および第 7.5条(異議の解決)が変更され、PayPal

買い手保護制度の適用を受けるためにお客様が支払日から 180日以

内に異議を提出している必要があるとの変更が反映されました。  

2. 第 7.3条(対象外の商品)が以下の内容に変更されました。 

7.3 対象外の商品。PayPal 買い手保護は、特定の物理的に配送可能な有形

商品に対する PayPal 支払いにのみ適用されます。以下の支払いは、

PayPal 買い手保護に基づく返金の対象外です。 

• デジタルコンテンツを含む無形商品（第 7.6条に挙げられた例外の

対象） 

• サービス 

• 不動産 



• 事業(ビジネスを購入する場合) 

• 車両(オートバイ、トレーラーハウス、航空機、および小型船舶を含

む) 

• 特注商品(SNADに関して) 

• 旅行チケット(航空券を含む) 

• PayPalの利用規定ポリシーまたは eBayの出品禁止商品詳細ポリシ

ーに違反する商品 

• お客様本人が直接受け取った商品、または代理人が受け取るように

お客様が手配した商品（小売店頭も含む） 

• 製造業用の工業機械 

• 現金に相当する商品（プリペイドカードまたはギフトカードを含

む） 

• 個人間の支払い 

お客様の支払いが PayPal 買い手保護制度の対象とならない場合でも、異

議を申し立て、直接売り手との問題解決を試みることはできます。ただ

し、お客様が PayPal 買い手保護制度の対象とならない商品について異議

をクレームに変更した場合、PayPal は、お客様に有利な判決を下すこと

はありません。 

3. 別紙 B －日本における PayPal サービスの提供が、以下のとおり変更さ

れました。 

「情報提供」で、PayPal サービスについての苦情またはご相談窓口の住

所が下記のとおり変更されました。19F, Lujiazui Financial Plaza, No. 

1217, DongFang Rd., Pudong, Shanghai, 200127, People’s Republic of 

China (中華人民共和国 200127 上海市 浦東新区 東方路 1217 号 陸家嘴金

融プラザ 19F) 

b. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユー

ザー用)の変更 

0. 第 9.1条(PayPal売り手保護制度)が変更され、売り手が日本以外の

国の買い手と取引を行った場合には、当該買い手の国に該当する



PayPal買い手保護ポリシーが適用されますので、該当する PayPal

買い手保護ポリシーを読む必要がある旨規定されました。 

1. 第 11.1条(b) (PayPal買い手保護制度に基づくクレームに対する賠

償責任)が以下の内容に変更されました。 

PayPal 買い手保護制度に基づくクレームに対する賠償責任。お客

様が売り手であり、PayPal に直接提出されたクレームでお客様側に

問題があったと判断された場合には、賠償責任として PayPal への

払い戻しを求められます。お客様が日本以外の国における PayPal

アカウント保有者から支払いを受け取った場合において、PayPal が

該当する PayPal 買い手保護ポリシーに基づきかかる支払いが返還

または取り消されるべきであると判断したときは、お客様は PayPal

に対してかかる支払いの払い戻しを求められます(日本以外の国の

PayPal アカウント保有者から支払いを受け取る前に、こちらの

PayPal 買い手保護ポリシーをご確認ください)。お客様の賠償責任

には、商品の購入額の全額と当初の配送料(返品がない場合もあ

る)、およびかかる取引でお客様に課せられた PayPal 手数料が含ま

れます。PayPal 売り手保護制度では、商品未受領に基づいて対象と

なるクレームおよび対象となる未承認取引に対する賠償責任を補償

しています。上記の第 9 条(PayPal 売り手保護制度)をご参照くださ

い。 

買い手がお客様から購入した商品に対して説明と著しく異なる

(SNAD)クレームを提出した場合、通常、お客様は商品の返品を承諾

し、買い手に購入価格の全額と当初の配送料を払い戻すよう求めら

れます。 PayPal 手数料の払い戻しはありません。 さらに、お客様

により販売された商品が偽造品であると、弊社が独自の裁量で合理

的に判断したため、SNAD クレームでお客様側に問題があったとの

判断がなされた場合は、お客様は買い手に全額を払い戻すよう求め

られますが、商品はお客様に返却されません。場合によっては(たと



えば、お客様が偽造品であることを根拠に SNAD クレームでお客様

側に問題があったとの判断がなされた場合)、お客様は買い手から当

該商品の返却を受けることができない可能性があります(商品は処分

されるか、その他の不可逆的処理がなされる等の可能性がありま

す)。PayPal 売り手保護では、SNAD クレームに対するお客様の賠

償責任は補償しません。 

2. 定義につき以下の変更がなされました。 

• 一括支払いの定義が「PayPal classic APIを用いて同時に複数

の支払いを送信できることです。」と変更されました。 

• 次の定義が新たに追加されました。「ペイアウト」とは、

REST APIを用いて同時に複数の支払いを送信できることで

す。 

3. 別紙 A－手数料が、ペイアウト手数料を規定するために以下のとお

り変更されました。 

4 (c) 一括支払い・ペイアウト手数料 

  

ア

ク

テ

ィ

ビ

テ

ィ 

国 一括支払い手数料 

一

括

支

すべての国(以下に

挙げる国を除く) 

国内

支払

い: 

支払い金額の 2%の手数料は、下記の「一括支払

い・ペイアウト手数料の上限*」に記載された額

を受取人あたりの上限とします。 



払

い

・

ペ

イ

ア

ウ

ト

の

実

行 

海外

支払

い: 
 

アルバニア、アン

ドラ、ボスニア・

ヘルツェゴビナ、

クロアチア、アイ

スランド、ノルウ

ェー、ロシア、ト

ルコ、ウクライナ 

国内

支払

い: 

支払い金額の 2%の手数料は、下記の「一括支払

い・ペイアウト手数料の上限」**に記載された額

を受取人あたりの上限とします。 

海外

支払

い: 

支払い金額の 2%の手数料は、下記の「一括支払

い・ペイアウト手数料の上限」***に記載された

額を受取人あたりの上限とします。 
 

香港、中国、イン

ド、日本、マレー

シア、ニュージー

ランド、フィリピ

ン、シンガポー

ル、台湾、タイ 

国内支払い

(適用可能

な場合): 

支払い金額の 2%の手数料は、下記の「一

括支払い・ペイアウト手数料の上限*」に記

載された額を受取人あたりの上限としま

す。 

海外支払

い: 

支払い金額の 2%の手数料は、下記の「一

括支払い・ペイアウト手数料の上限」****に

記載された額を受取人あたりの上限としま

す。 
 

*

一

括

支

払

い

・

ペ

イ

ア

ウ

通貨: 

受取人ご

との手数

料上限: 

オー

スト

ラリ

アド

ル: 

$1.25 

AUD 

ブラ

ジル

R$2.00 

BRL 

 



ト

手

数

料

の

上

限 

レア

ル: 

カナ

ダド

ル: 

$1.25 

CAD 

チェ

ココ

ルナ: 

24.00 

CZK 

デン

マー

クク

ロー

ネ: 

6.00 DKK 

ユー

ロ: 

€0.85 

EUR 

香港

ドル: 

$7.00 

HKD 

ハン

ガリ

ーフ

ォリ

ント: 

210.00 

HUF 

イス

ラエ

ル新

シェ

ケル: 

4.00 ILS 

日本

円: 

¥120.00 

JPY 



マレ

ーシ

アリ

ンギ

ット: 

4.00 MYR  

メキ

シコ

ペソ: 

11.00 

MXN 

ニュ

ージ

ーラ

ンド

ドル: 

$1.50 

NZD 

ノル

ウェ

ーク

ロー

ネ: 

6.75 NOK 

フィ

リピ

ンペ

ソ: 

50.00 

PHP 

ポー

ラン

ドズ

ロチ: 

3.00 PLN  

ロシ

アル
30 RUB 



ーブ

ル: 

シン

ガポ

ール

ドル: 

$1.60 

SGD 

スウ

ェー

デン

クロ

ーナ: 

9.00 SEK 

スイ

スフ

ラン: 

1.30 CHF 

トル

コリ

ラ: 

1.50 TRY 

英ポ

ンド: 

£0.65 

GBP 

米ド

ル: 

$1.00 

USD 
 

*

*

以

下

の

国

か

ら

通貨: 

受取人ご

との手数

料上限: 

オース

トラリ

アド

ル: 

$8 AUD 

 



の

国

内

の

一

括

支

払

い

・

ペ

イ

ア

ウ

ト

手

数

料

の

上

限

: 

ア

ル

バ

ニ

ア

、

ア

ン

ド

ブラジ

ルレア

ル: 

R $12 

BRL 

カナダ

ドル: 
$7 CAD 

チェコ

コル

ナ: 

140 CZK 

デンマ

ークク

ローネ 

42 DKK 

ユー

ロ: 
€6 EUR 

香港ド

ル: 
$55 HKD 

ハンガ

リーフ

ォリン

ト: 

1540 

HUF 

イスラ

エルシ

ェケ

ル: 

25 ILS 

日本

円: 

¥600 

JPY 

マレー

シアリ
25 MYR 



ラ

、

ボ

ス

ニ

ア

・

ヘ

ル

ツ

ェ

ゴ

ビ

ナ

、

ク

ロ

ア

チ

ア

、

ア

イ

ス

ラ

ン

ド

、

ノ

ル

ウ

ンギッ

ト: 

メキシ

コペ

ソ: 

85 MXN 

ニュー

ジーラ

ンドド

ル: 

$10 NZD 

ノルウ

ェーク

ロー

ネ: 

45 NOK 

フィリ

ピンペ

ソ: 

320 PHP 

ポーラ

ンドズ

ロチ: 

23 PLN 

ロシア

ルーブ

ル: 

240 RUB 

シンガ

ポール

ドル: 

$10 SGD 

スウェ

ーデン

クロー

ナ: 

50 SEK 



ェ

ー

、

ロ

シ

ア

、

ト

ル

コ

、

ウ

ク

ラ

イ

ナ 

スイス

フラ

ン: 

8 CHF 

新台湾

ドル: 

$220 

TWD 

タイバ

ーツ: 
230 THB 

トルコ

リラ: 
12 TRY 

英ポン

ド: 
£5 GBP 

米ド

ル: 
$7 USD 

 

*

*

*

以

下

の

国

か

ら

の

海

外

一

括

支

通貨: 

受取人ご

との手数

料上限: 

オース

トラリ

アド

ル: 

$50 AUD 

ブラジ

ルレア

ル: 

R $75 

BRL 

カナダ

ドル: 
$45 CAD 

 



払

い

・

ペ

イ

ア

ウ

ト

手

数

料

の

上

限

: 

ア

ル

バ

ニ

ア

、

ア

ン

ド

ラ

、

ボ

ス

ニ

ア

・

チェコ

コル

ナ: 

850 CZK 

デンマ

ークク

ローネ 

250 DKK 

ユー

ロ: 
€35 EUR 

香港ド

ル: 

$330 

HKD 

ハンガ

リーフ

ォリン

ト: 

9250 

HUF 

イスラ

エルシ

ェケ

ル: 

160 ILS 

日本

円: 

¥4000 

JPY 

マレー

シアリ

ンギッ

ト: 

150 MYR 

メキシ

コペ

ソ: 

540 MXN 



ヘ

ル

ツ

ェ

ゴ

ビ

ナ

、

ク

ロ

ア

チ

ア

、

ア

イ

ス

ラ

ン

ド

、

ノ

ル

ウ

ェ

ー

、

ロ

シ

ア

、

ニュー

ジーラ

ンドド

ル: 

$60 NZD 

ノルウ

ェーク

ロー

ネ: 

270 NOK 

フィリ

ピンペ

ソ: 

1900 

PHP 

ポーラ

ンドズ

ロチ: 

140 PLN 

ロシア

ルーブ

ル: 

1400 

RUB 

シンガ

ポール

ドル: 

$60 SGD 

スウェ

ーデン

クロー

ナ: 

320 SEK 

スイス

フラ

ン: 

50 CHF 

新台湾

ドル: 

$1350 

TWD 



ト

ル

コ

、

ウ

ク

ラ

イ

ナ 

タイバ

ーツ: 

1400 

THB 

トルコ

リラ: 
80 TRY 

英ポン

ド: 
£30 GBP 

米ド

ル: 
$45 USD 

 

*

*

*

*

以

下

の

国

か

ら

の

海

外

一

括

支

払

い

・

ペ

イ

ア

通貨: 

受取人ご

との手数

料上限: 

オー

スト

ラリ

アド

ル: 

$60 AUD 

ブラ

ジル

レア

ル: 

R$100 

BRL 

カナ

ダド

ル: 

$60 CAD 

チェ

ココ

ルナ: 

1000 CZK 

デン

マー
300 DKK 

 



ウ

ト

手

数

料

の

上

限

: 

中

国

、

香

港

、

イ

ン

ド

、

日

本

、

マ

レ

ー

シ

ア

、

ニ

ュ

ー

クク

ロー

ネ: 

ユー

ロ: 
€40 EUR 

香港

ドル: 

$400 

HKD 

ハン

ガリ

ーフ

ォリ

ント: 

15,000 

HUF 

イス

ラエ

ルシ

ェケ

ル: 

200 ILS 

日本

円: 

¥5,000 

JPY 

マレ

ーシ

アリ

ンギ

ット: 

200 MYR 

メキ

シコ

ペソ: 

750 MXN 

ニュ

ージ
$75 NZD 



ジ

ー

ラ

ン

ド

、

フ

ィ

リ

ピ

ン

、

シ

ン

ガ

ポ

ー

ル

、

台

湾

、

タ

イ 

ーラ

ンド

ドル: 

ノル

ウェ

ーク

ロー

ネ: 

300 NOK 

フィ

リピ

ンペ

ソ: 

2,500 

PHP 

ポー

ラン

ドズ

ロチ: 

150 PLN 

ロシ

アル

ーブ

ル: 

1500 

RUB 

シン

ガポ

ール

ドル: 

$80 SGD 

スウ

ェー

デン

クロ

ーナ: 

400 SEK 



スイ

スフ

ラン: 

50 CHF 

新台

湾ド

ル: 

$2,000 

TWD 

タイ

バー

ツ: 

2,000 

THB 

トル

コリ

ラ: 

75 TRY 

英ポ

ンド: 
£35 GBP 

米ド

ル: 
$50 USD 

 

c. その他の変更 

0. 既存の規定を明確化するため、および形式的な修正のために、

PayPal サービスの「ユーザー規約」の条項および別紙が変更されま

す。 

  

PayPalサービスの「ユーザー規約」の変更 

発効日: 2014 年 6 月 17 日 

実質的に変更された条項は以下のとおりです。 



a. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)の変更 

お客様由来のコンテンツに関する、お客様から PayPalに対するライセン

ス許可について規定するため第 12.6条が新たに追加されました。第 12.6

条では、お客様が PayPalに対してコンテンツ(画像またはテキストなど)

を提供した場合には、PayPalがかかるコンテンツを様々な方法により使

用し、これに関するお客様の権利を行使できることが規定されています。

また、第 12.6条では、かかるコンテンツが第三者の知的財産権またはパ

ブリシティ権を侵害しないことをお客様が保証する旨を規定しています。 

 

新たに追加される第 12.6条の規定は次のとおりです。 

12.6 お客様の PayPalに対するライセンス許可、知的財産権に関する保

証。お客様がコンテンツを弊社に提供するか、PayPalサービスを利用し

てコンテンツを掲載した場合、お客様は弊社に対して、現在または将来に

知られる全てのメディアにおいて、お客様が当該コンテンツに対して有す

る全ての著作権、パブリシティ権、商標権、データベース権および知的財

産権を実行する、非独占、世界的、無期限、取消不能、使用権無料、譲渡

可能、複数階層のサブライセンス可能な権利を付与するものとします。ま

た、法令上許容され得る限度において、お客様は著作者人格権を放棄し、

かかる権利を PayPal、サブライセンス権者、またはその譲受人に対して

行使しないことを約します。お客様は、以下がいかなる知的財産権または

パブリシティ権も侵害しないことを表明および保証します: お客様の

PayPalに対するコンテンツ提供、お客様が PayPalサービスを利用してコ

ンテンツ掲載を行うこと、および、弊社が PayPalサービスに関連してか

かるコンテンツ(かかるコンテンツから派生する成果物を含む)を利用する

こと。 

b. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユー

ザー用)の変更 

1. 第 9.1条「PayPal売り手保護制度」が次の内容に変更されました。 

9.1 PayPal 売り手保護制度 

PayPal 売り手保護制度は、以下に基づくクレーム、チャージバッ

ク、または支払いの取り消しに対して日本の売り手を保護するもの

です。 



• 未承認取引、または 

• 商品未受領。 

PayPal 売り手保護制度は、eBay 取引および eBay 以外の取引に関

して、あらゆる国の PayPal アカウントを保有する買い手から受け

取った、対象となる支払いに適用されます。売り手が英国で登録さ

れた買い手に対して商品を売却する場合においては、英国買い手保

護制度がかかる取引に適用されます。 

2. 第 9.4 条「発送要件」が次の内容に変更されました。 

9.4 発送要件 

  発送要件 

商品未受領

の保護 

$750 米ドル(または下記の同等額)未満の商品については発

送証明 

 

$750 米ドル(または下記の同等額)およびそれ以上の商品に

ついては配達証明および署名確認 

未承認取引

の保護 
発送証明 

  

通貨* 金額 通貨* 金額 

オーストラリアドル $850 AUD 
ニュージーランドド

ル 
$950 NZD 

ブラジルレアル $1,750 BRL ノルウェークローネ 4,600 NOK 

カナダドル $850 CAD フィリピンペソ 34,000 PHP 

チェココルナ 15,000 CZK 新ポーランドズロチ 2,300 PLN 

デンマーククローネ 4,100 DKK ロシアルーブル: 27,000 RUB 



ユーロ €550 EUR シンガポールドル $950 SGD 

香港ドル $6,000 HKD 
スウェーデンクロー

ナ 
4,950 SEK 

ハンガリーフォリン

ト 
170,000 HUF スイスフラン 700 CHF 

イスラエル新シェケ

ル 
2,700 ILS 新台湾ドル 

23,000 

TWD 

日本円 ¥77,000 JPY タイバーツ 24,500 THB 

マレーシアリンギッ

ト 
2,500 MYR トルコリラ 1,600 TRY 

メキシコペソ 
$10,000 

MXN 
英ポンド £450 GBP 

    米ドル $750 USD 

「発送証明」は配送会社が発行するオンラインまたは物理的な書類

で、次のすべての内容が含まれます。 

a. 発送済み(またはそれに相当するもの)の状況および発送日。 

b. 受取人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載され

たものと一致する必要があります。 

c. 発送人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載され

た売り主のものと一致する必要があります。 

d. 発送の状況を示すオンラインのトラッキング情報。 

「配達証明」は配送会社が発行するオンラインまたは物理的な書類

で、次のすべての内容が含まれます(または発送会社が次のすべての

内容を保証する必要があります)。 

e. 配達済み(またはそれに相当するもの)の状況および配達日。 



f. 受取人の氏名および住所は「取引の詳細」ページに記載され

たものと一致する必要があります。 

g. 配送会社のウェブサイトにおいて見ることができ、かつ商品

の受領を署名にて確認したことを示すオンライン書類。 

3. お客様由来のコンテンツに関する、お客様から PayPal に対するラ

イセンス許可について規定するため第 13.6 条および第 13.7 条が新

たに追加されました。第 13.6 条では、お客様が PayPal に対してコ

ンテンツ(画像またはテキストなど)を提供した場合には、PayPal が

かかるコンテンツを様々な方法により使用し、これに関するお客様

の権利を行使できることが規定されています。また、第 13.6 条で

は、かかるコンテンツが第三者の知的財産権またはパブリシティ権

を侵害しないことをお客様が保証する旨を規定しています。第 13.7

条は、本規約上の弊社によるマーチャントの著作権利用を特定の状

況に限定することにより、第 13.6 条に制限を加えるものです。 

新たに追加される第 13.6 条および第 13.7 条の規定は次のとおりで

す。 

13.6 お客様の PayPalに対するライセンス許可、知的財産権に関す

る保証。お客様がコンテンツを弊社に提供するか、PayPal サービス

を利用してコンテンツを掲載した場合、お客様は弊社に対して、第

13.7 条の規定に従い、現在または将来に知られる全てのメディアに

おいて、お客様が当該コンテンツに対して有する全ての著作権、パ

ブリシティ権、商標権、データベース権および知的財産権を実行す

る、非独占、全世界的、無期限、取消不能、使用権無料、譲渡可

能、複数階層のサブライセンス可能な権利を、付与するものとしま

す。また、法令上許容され得る限度において、お客様は著作者人格

権を放棄し、かかる権利を PayPal、サブライセンス権者、またはそ

の譲受人に対して行使しないことを約します。お客様は、以下がい



かなる知的財産権またはパブリシティ権も侵害しないことを表明お

よび保証します: お客様の PayPal に対するコンテンツ提供、お客様

が PayPal サービスを利用してコンテンツ掲載を行うこと、およ

び、弊社が PayPal サービスに関連してかかるコンテンツ(かかるコ

ンテンツから派生する成果物を含む)を利用すること。 

13.7 マーチャントの PayPalに対するライセンス許可。第 13.6 条の

規定にかかわらず、お客様が PayPal サービスを利用するマーチャ

ントである場合においては、お客様は弊社に対して、お客様の商標

権(登録済および未登録の商標、商号、サービスマーク、ロゴ、ドメ

インネームならびにその他のお客様が保有し、使用権を有しまたは

使用している称号を含むがこれらに限りません)につき、(1)お客様

が PayPal サービスを決済手段として利用するマーチャントである

ことを示すため、および(2)その他お客様が特に同意する目的のた

め、非独占、全世界的、使用権無料、譲渡可能、複数階層のサブラ

イセンス可能な使用権ならびに本規約の期間中これらを公に表示す

る権利を付与するものとします。 

4. 別紙 B(日本のビジネスおよびプレミアユーザーに特に適用される条

件)の次の条項が変更されました。 

「説明事項」のうち、「上記の還付を受けることができるお客様は

売り手のお客様となります。」が削除され、次の内容に変更されま

す。 

上記の還付を受けることができるお客様は売り手のお客様となりま

す。買い手のアカウント残高を資金として支払いが行われる場合に

おいては、上記の還付を受けることができる権利は、支払いの実行

がなされた時点において、買い手のお客様から売り手のお客様に移

転します。 



c. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)および

(日本のビジネスおよびプレミアユーザー用)両方にかかる変更 

1. 「別紙 A－手数料」の通貨換算手数料に関する部分が次の内容に変

更されました。 

  

ア

ク

テ

ィ

ビ

テ

ィ 

追加手数料 

通

貨

換

算 

  

国: 手数料: 

すべての国(以下に挙げる国を除

く)。 
2.5%(為替レートに追加) 

アルゼンチン、アルバ、バハ

マ、バルバドス、バミューダ諸

島、ケイマン諸島、チリ、コロ

ンビア、コスタリカ、ドミニカ

共和国、エクアドル、エルサル

バドル、グアテマラ、ジャマイ

カ、メキシコ、パナマ、パラグ

アイ、ペルー、トリニダード・

トバゴ、ウルグアイ、ベネズエ

ラ。 

3.5%(為替レートに追加) 

アルジェリア、アンゴラ、バー

レーン、ベナン、ボツワナ、ブ

ルキナファソ、ブルンジ、カメ

個人間支払いまたは商用支払いの際

に発生する通貨換算:  



ルーン、カーボベルデ、チャ

ド、コモロ、コンゴ、コンゴ民

主共和国、クック諸島、ジブ

チ、エジプト、エリトリア、エ

チオピア、ガボン、ガンビア、

ガーナ、ギニア、ギニアビサ

ウ、コートジボアール、ヨルダ

ン、カザフスタン、ケニア、ク

ウェート、キルギスタン、レソ

ト、マダガスカル、マラウイ、

マリ、モーリタニア、モーリシ

ャス、モロッコ、モザンビー

ク、ナミビア、ニジェール、ナ

イジェリア、オマーン、カター

ル、ルワンダ、サントメ・プリ

ンシペ、サウジアラビア、セネ

ガル、セイシェル、シエラレオ

ネ、ソマリア、南アフリカ、セ

ントヘレナ、スワジランド、タ

ジキスタン、タンザニア、トー

ゴ、チュニジア、トルクメニス

タン、ウガンダ、アラブ首長国

連邦、イエメン、ザンビア、ジ

ンバブエ。 

 

3.5%を為替レートに追加 

その他の支払い(一括支払いを含む)

の受け取り、該当地域の銀行口座へ

の資金の引き出し(当該地域の通貨と

異なる通貨によりアカウント残高を

保有している場合)、銀行口座からの

PayPal アカウントへの入金、異なる

通貨間での PayPal 残高の振替に際

して発生する通貨換算(該当する場

合): 

 

2.5%を為替レートに追加 

アルバニア、アンドラ、ベラル

ーシ、ボスニア・ヘルツェゴビ

ナ、クロアチア、ジョージア、

アイスランド、マケドニア、モ

ルドバ、モンテネグロ、セルビ

ア、トルコ、ウクライナ。 

個人間支払いまたは商用支払いの際

に発生する通貨換算:  

 

4%を為替レートに追加 

その他の支払い(一括支払いを含む)

の受け取り、該当地域の銀行口座へ



の資金の引き出し(当該地域の通貨と

異なる通貨によりアカウント残高を

保有している場合)、銀行口座からの

PayPal アカウントへの入金、異なる

通貨間での PayPal 残高の振替に際

して発生する通貨換算(該当する場

合): 

 

2.5%を為替レートに追加 

ブータン、カンボジア、中国、

ミクロネシア連邦、香港、イン

ド、インドネシア、日本、韓

国、ラオス、マレーシア、モル

ディブ、モンゴル、ネパール、

ニュージーランド、フィリピ

ン、サモア、シンガポール、ス

リランカ、台湾、タイ、トン

ガ、ベトナム。 

個人間支払いまたは商用支払いの際

に発生する通貨換算:  

 

下表のとおり、手数料は当該金額が

換算される通貨によって異なりま

す。手数料は為替レートに加算され

ます。 

通貨: 手数料: 

アルゼンチンペソ: 4.0% 

オーストラリアドル: 4.0% 

ブラジルレアル: 4.0% 

カナダドル: 3.5% 

チェココルナ: 4.0% 

デンマーククローネ: 4.0% 

ユーロ: 4.0% 

香港ドル: 4.0% 

ハンガリーフォリント: 4.0% 

イスラエル新シェケル: 4.0% 



日本円: 4.0% 

マレーシアリンギット: 4.0% 

メキシコペソ: 4.0% 

ニュージーランドドル: 4.0% 

ノルウェークローネ: 4.0% 

フィリピンペソ: 4.0% 

ポーランドズロチ: 4.0% 

ロシアルーブル: 3.5% 

シンガポールドル: 4.0% 

スウェーデンクローナ: 4.0% 

スイスフラン: 4.0% 

新台湾ドル: 4.0% 

タイバーツ: 4.0% 

トルコリラ: 4.0% 

英ポンド: 4.0% 

米ドル: 3.5% 
 

モ

ナ

コ 

売り手が通貨換算手数料を負担することに同意した取引: 

 

2.5%をホールセール為替レートに追加 

 

通貨換算が関係する取引で、売り手が通貨換算手数料を負担す

ることに同意していないその他すべての取引:  

 

換算後の通貨により、下記のとおり 3.0%から 4.0%をホールセ

ール為替レートに追加(下記の表をご参照ください) 

通貨およびコード 手数料 



アルゼンチンペソ(ARS): 4.0% 

オーストラリアドル(AUD): 4.0% 

ブラジルレアル(BRL): 4.0% 

カナダドル(CAD): 3.0% 

チェココルナ(CZK): 3.5% 

デンマーククローネ(DKK): 3.5% 

ユーロ(EUR): 3.5% 

香港ドル(HKD): 4.0% 

ハンガリーフォリント(HUF): 3.5% 

イスラエルシェケル(ILS): 4.0% 

日本円(JPY): 4.0% 

マレーシアリンギット(MYR): 4.0% 

メキシコペソ(MXN): 4.0% 

ニュージーランドドル(NZD): 4.0% 

ノルウェークローネ(NOK): 3.5% 

フィリピンペソ(PHP): 4.0% 

ポーランドズロチ(PLN): 3.5% 

ロシアルーブル(RUB): 3.5% 

スウェーデンクローナ(SEK): 3.5% 

スイスフラン(CHF): 3.5% 

新台湾ドル(TWD): 4.0% 

タイバーツ(THB): 4.0% 

トルコリラ(TRY): 3.5% 

英ポンド(GBP): 3.5% 

米ドル(USD): 3.0% 
 

 



通貨換算が必要な場合、PayPal では認可銀行を使用して通貨換算し

ます。為替レートは銀行が決定し、取引を行う時点で開示されます。 

弊社はこの手数料を為替レートに加算します。 

2. 別紙 Aを通して、欧州 Iおよび欧州 IIの定義が全て以下のとおり変

更されました。 

** 欧州 I: オーストリア、ベルギー、キプロス、エストニア、フラン

ス(仏領ギアナ、グアドループ、マルティニーク島、レユニオン、お

よびマヨット島を含む)、ドイツ、ジブラルタル、ギリシャ、アイル

ランド、イタリア、ルクセンブルク、マルタ、モナコ、モンテネグ

ロ、オランダ、ポルトガル、サンマリノ、スロバキア、スロベニ

ア、スペイン、英国(チャネル諸島とマン島を含む)、バチカン市

国。 

 

*** 欧州 II: アルバニア、アンドラ、ベラルーシ、ボスニア・ヘルツ

ェゴビナ、ブルガリア、クロアチア、チェコ共和国、ジョージア、

ハンガリー、コソボ^^、ラトビア、リヒテンシュタイン、リトアニ

ア、マケドニア、モルドバ、ポーランド、ルーマニア、ロシア、セ

ルビア、スイス、トルコ、ウクライナ。 

^^ これらの国の買い手は PayPal アカウントを開設することはでき

ませんが、特定のマーチャントのウェブサイトでクレジットカード

による買い物をすることができます。 

d. その他の変更 

 

既存の規定を明確化するため、および形式的な修正のために、PayPalサ

ービスの「ユーザー規約」の条項および別紙が変更されます。 

  



PayPalサービスの「ユーザー規約」の変更 

発効日: 2014 年 5 月 14 日 

 

実質的に変更された条項は以下のとおりです。 

a. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のパーソナルユーザー用)の変更 

1. 第 7.5条(異議の解決)のうち「クレームの解決手続き」に関する部

分が次の内容に変更されました。 

• クレームの解決手続き。異議がクレームに変更されると、

PayPalは、買い手または売り手に有利な最終決定を下しま

す。PayPalは、受領書、第三者の評価、警察の報告書、その

他 PayPalが指定する文書の提出をお願いすることがありま

す。PayPalは、買い手または売り手に有利な最終決定を下す

完全な裁量を保有します。 PayPalが、買い手または売り手に

有利な最終決定を下した場合は、各当事者は PayPalの決定に

従わなくてはなりません。 PayPalは、通常、買い手が

SNADであると申し立てる商品を、買い手が売り手に返品す

るよう求めます(返品費用は買い手の負担となります)。また、

売り手に返品を受諾し、買い手に商品の全額と当初の発送費

用を払い戻すよう求めます。 クレームで売り手に不利な決定

が下された場合、取引に関連する PayPalまたは eBayの手数

料は売り手には返金されません。売り手であるお客様が販売

した商品が偽造品であるために SNADクレームで不利な判決

を受けた場合、お客様は買い手に全額を返金するよう求めら

れ、商品は返品されません。 

2. 第 7.8条(二重回収の禁止)が次の内容に変更されました。 

 

7.8 二重回収の禁止。eBay、売り手、もしくはその他の第三者から

すでに直接購入に対する返金を受けている場合、または、当該購入

について eBay、売り手、もしくはその他の第三者に対する申し立

てを既に行っている場合は、PayPal買い手保護制度に基づいた購入

商品に対する異議・クレームを申し立てること、また返金を受ける

ことはできません。 



b. PayPalサービスの「ユーザー規約」(日本のビジネスおよびプレミアユー

ザー用)の変更 

1. 次の内容の第 2.3条が追加されました。 

 

2.3 カードによる支払方法。デビットカードまたはクレジットカー

ドを支払い方法として追加することにより、お客様は、本規約に基

づいて当該カードを支払い方法として使用した場合において、

PayPalが継続的かつ自動的にかかるカードに対し請求を行って当該

資金を得る権限を付与したものとします。お客様は、アカウントの

個人設定において、当該カードを「支払い方法」から削除すること

により、かかるカードに係る継続的な権限を停止することができま

す。 

2. 第 7.5条(異議の解決)のうち「クレームの解決手続き」に関する部

分が次の内容に変更されました。 

• クレームの解決手続き。異議がクレームに変更されると、

PayPalは、買い手または売り手に有利な最終決定を下しま

す。PayPalは、受領書、第三者の評価、警察の報告書、その

他 PayPalが指定する文書の提出をお願いすることがありま

す。PayPalは、買い手または売り手に有利な最終決定を下す

完全な裁量を保有します。 PayPalが、買い手または売り手に

有利な最終決定を下した場合は、各当事者は PayPalの決定に

従わなくてはなりません。 PayPalは、通常、買い手が

SNADであると申し立てる商品を、買い手が売り手に返品す

るよう求めます(返品費用は買い手の負担となります)。また、

売り手に返品を受諾し、買い手に商品の全額と当初の発送費

用を払い戻すよう求めます。 クレームで売り手に不利な決定

が下された場合、取引に関連する PayPalまたは eBayの手数

料は売り手には返金されません。売り手であるお客様が販売

した商品が偽造品であるために SNADクレームで不利な判決

を受けた場合、お客様は買い手に全額を返金するよう求めら

れ、商品は返品されません。 

3. 第 7.8条(二重回収の禁止)が次の内容に変更されました。 

 

7.8 二重回収の禁止。eBay、売り手、もしくはその他の第三者から

すでに直接購入に対する返金を受けている場合、または、当該購入

について eBay、売り手、もしくはその他の第三者に対する申し立



てを既に行っている場合は、PayPal買い手保護制度に基づいた購入

商品に対する異議・クレームを申し立てること、また返金を受ける

ことはできません。 

4. 第 11.1 (お客様の賠償責任)、b. (PayPal買い手保護制度に基づくク

レームに対する賠償責任)が次の内容に変更されました。 

 

b. PayPal買い手保護制度に基づくクレームに対する賠償責任。お

客様が売り手であり、PayPalに直接提出されたクレームでお客様側

に問題があったと判断された場合には、賠償責任として PayPalへ

の払い戻しを求められます。お客様の賠償責任には、商品の購入額

の全額と当初の配送料(返品がない場合もある)、およびかかる取引

でお客様に課せられた PayPal手数料が含まれます。 PayPal売り手

保護制度では、商品未受領に基づいて対象となるクレームおよび対

象となる未承認取引に対する賠償責任を補償しています。上記の第

9条(PayPal売り手保護制度)をご参照ください。買い手がお客様か

ら購入した商品に対して説明と著しく異なる(SNAD)クレームを提出

した場合、通常、お客様は商品の返品を承諾し、買い手に購入価格

の全額と当初の配送料を払い戻すよう求められます。 PayPal手数

料の払い戻しはありません。 さらに、お客様により販売された商品

が偽造品であると、弊社が独自の裁量で合理的に判断したため、

SNADクレームでお客様側に問題があったとの判断がなされた場合

は、お客様は買い手に全額を払い戻すよう求められますが、商品は

お客様に返却されません。PayPal売り手保護では、SNADクレーム

に対するお客様の賠償責任は補償しません。 

c. その他の変更 

 

既存の規定を明確化するため、および形式的な修正のために、PayPalサ

ービスの「ユーザー規約」の条項および別紙が変更されます。 

 


